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Ⅱ ＥＩＡ（方法書以降の手続に係る環境影響評価）の手法 

13.動物、植物、生態系 

13.1 道路（地表式又は掘割式、嵩上式）の存在に係る「動物」、「植物」、「生態系」 

本資料は、「道路環境影響評価の技術手法」 のうち、「13.1道路（地表式又は掘割式、嵩上式）

の存在に係る「動物」、 「植物」、「生態系」」を改定したものである。 改定の経緯を下の表に示す。

今回の改定では、主務省令*1の改正及び事後調査に関する新たな知見*2を反映させた。 

なお、本資料で示す手法等はあくまで一例であり、実際には各事業者が対象道路事業毎にこれ

らの手法等を参考としつつ、 適切な手法等を選択することが望ましい。 

 

*1 「道路事業に係る環境影響評価の項目並びに当該項目に係る調査、予測及び評価を合理的に行うための手

法を選定するための指針、環境の保全のための措置に関する指針等を定める省令」 （平成10年建設省令第10

号、最終改正：平成25年国土交通省令第28号） 

*2事後調査の手法の追加 

「道路環境影響評価の技術手法」 13.1「道路（地表式又は掘割式、嵩上式）の存在に係る「動物」、 「植物」、「生態系」」の改定の経緯

改定等の時期 資料番号 執筆等担当者 改定等の理由 

平成12年10月 土木研究所資料 
第3745号 

旧建設省土木研究所環境部交通環
境研究室 

初版 
                 
                

主任研究員 
室 長 
主任研究員 
前研究員 
元交流研究員 

上坂 克己 
大西 博文 
角湯 克典 
小根山 裕之 
小菅 敏裕 

旧建設省土木研究所環境部緑化生
態研究室  

室 長 
前主任研究員 
主任研究員 

藤原 宣夫 
森崎 耕一 
石坂 健彦 

平成19年6月 国土技術政策総
合研究所資料 
第393号 

国土交通省国土技術政策総合研究
所環境研究部緑化生態研究室 

主務省令の改正 
別冊事例集の作成

前主任研究官 
室 長 

大塩 俊雄 
松江 正彦 

平成25年3月 国土技術政策総
合研究所資料 
第714号 

国土交通省国土技術政策総合研究
所環境研究部緑化生態研究室 

環境影響評価法の
改正 
主務省令の改正 
事後調査の手法の
追加 

室 長 
研究官 
前室長 
前研究官 

栗原 正夫 
上野 裕介 
松江 正彦 
園田 陽一

国土交通省国土技術政策総合研究
所環境研究部道路環境研究室 

主任研究官 
研究官 
室 長 
前室長 

井上 隆司 
山本 裕一郎 
角湯 克典 
曽根 真理
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「13.1 道路（地表式又は掘割式、嵩上式）の存在に係る『動物』、『植物』、『生態系』」

の概要 

道路（地表式又は掘割式、嵩上式）の存在に係る「動物」、「植物」、「生態系」では、

生物の多様性の確保、多様な自然環境の体系的保全の観点から環境影響評価を行う。（注）

「生物の多様性」は、一般的に次のように分類される。 

①多様な種が存在すること、すなわち、全地球的に種の絶滅が防止され、個々の生態系が多様な種

から構成されているという「種間の多様性」 

②同じ種においても、多様な地域個体群が存在することも含め、同じ種の中でもそれぞれの個体が

有している遺伝形質が異なるという「種内の多様性」 

③多様な生態系が存在するという「生態系の多様性」 

ここで、「動物」、「植物」と「生態系」に関する環境影響評価の目的は以下のとおり

である。 

１）動物・植物 

野生動植物の種間や種内の多様性の確保を視点に、学術上又は希少性等の観点から重

要な種などの生息･生育環境の保全を図ることを目的とする｡ 

２）生態系 

生態系の多様性の確保および多様な自然環境の体系的保全を視点に、普通種を含む全

ての生物の生息・生育環境の保全を図ることを目的とする。 

また、「動物」、「植物」と「生態系」に関する標準的な手順は以下のとおりである。 

道路（地表式又は掘割式、嵩上式）の存在に係る「動物」及び「植物」では、まず、地

域特性の把握及び調査の実施により、評価対象とする重要な動植物を選定し、その生態、

分布、生息・生育状況及び生息・生育環境の状況を明らかにする。次に対象道路事業によ

る自然環境の変化が、それらの動植物に及ぼす影響の程度を予測する。ここで影響がない

又は極めて小さいと判断される場合以外にあっては、環境保全措置を検討し、事業者によ

り実行可能な範囲内で環境影響が回避又は低減されているかどうかを評価する。 

また、道路（地表式又は掘割式、嵩上式）の存在に係る「生態系」では、まず、対象道

路周辺の植生及び地形等の状況から、評価対象とする生態系を抽出する。ここで、評価対

象とする生態系を構成する生物相の中から、各生態系の特性に応じて注目される動植物種

又は生物群集を複数抽出し、その生態、分布、生息・生育状況、生息・生育環境の状況及

び他の動植物との関係を明らかにする。次に対象道路事業による自然環境の変化が、それ

らの動植物種や生物群集、さらには生態系に及ぼす影響の程度を予測する。ここで影響が

ない又は極めて小さいと判断される場合以外にあっては、環境保全措置を検討し、事業者

により実行可能な範囲内で環境影響が回避又は低減されているかどうかを評価する。 

一方、対象道路事業（地下式）によって地下水を水源とする環境が変化し、評価対象と

する動植物又は生態系に対して著しい影響を及ぼす場合は、参考項目以外の項目として、

道路（地下式）の存在に係る「動物」、「植物」、「生態系」を選定し、上記と同様の考

え方に基づき調査・予測・評価を行う。 
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＜主な用語の解説＞ 

＜全般＞ 

  ①「生態」 

 個別の動植物種の一般的な生活史、食性、習性、生活場所等のこと。 

 省令別表第二でいう「生息の特性」又は「生育の特性」は、「生態」と同義であ

る。 

  ②「生息地、生育地」 

 個別の動植物種が生息又は生育している場所のこと。地理的な位置を示す用語と

して用いる。 

 「生息地」は動物に対して用い、繁殖地・営巣地、移動経路、休息地、採餌地等

に分類される。一方、「生育地」は植物が分布する位置として示される。 

  ③「生息環境、生育環境（生息・生育環境）」 

 個別の動植物種の生息又は生育に係る全ての外的環境条件のこと。   

 地形、地表水、地下水、地質、土壌等の無機的環境と他の生物から成り立つ生物

的環境で構成される。 

＜動物＞ 

  ④重要な種 

  評価項目「動物」における評価対象の一つ。学術上又は希少性等の観点から重要

なものをいう。たとえば、天然記念物やレッドデータブック等に記載されている動

物種が該当する。また、地域の象徴であるなど住民等の関心が高い動物種、植

物種及び群落も含める必要がある。  

  ⑤注目すべき生息地 

  評価項目「動物」における評価対象の一つ。学術上若しくは希少性の観点から重

要な生息地並びに地域の象徴となる生息地などをいう。たとえば、天然記念物やラ

ムサール条約で指定された湿地、鳥類の集団繁殖地や集団飛来地などが該当する。 

  ⑥重要な種等 

 動物の「重要な種」及び「注目すべき生息地」が注目される理由となる動物種を

合わせて略記したもの。 

＜植物＞ 

  ⑦重要な種・群落 

  評価項目「植物」における評価対象のこと。学術上又は希少性等の観点から重要

な種・群落をいう。たとえば、天然記念物やレッドデータブック等に記載されてい

る植物種及び群落が該当する。また、地域の象徴であるなど住民等の関心が高い

動物種、植物種及び群落も含める必要がある。  

＜生態系＞ 

  ⑧自然環境の類型区分 

 地形、水系及び植生等の観点から、陸域の自然環境を類型化したもの。たとえば、

山地の二次林、丘陵地の人工林、低地の水田などの類型区分がある。 
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⑨地域を特徴づける生態系 

 評価項目「生態系」における評価対象のこと。自然環境の類型区分を基本とし、

対象地域において特徴的な生態系として抽出される。たとえば、山地の二次林の生

態系、里山の生態系、ため池の生態系などが該当する。 

  ⑩注目種・群集 

 地域を特徴づける生態系において、上位性（生態系の上位に位置する性質をいう）、

典型性（地域の生態系の特徴を典型的に現す性質をいう）、特殊性（特殊な環境で

あることを示す指標となる性質をいう）の視点から注目される動植物の種又は生物

群集のこと。 

 省令別表第二で定義された「注目種等」と同義である。 

  ⑪生息・生育基盤 

 地域を特徴づける生態系において、複数の動植物又は特定の生物群集が生息・生

育するための基盤となる自然環境のこと。たとえば、広葉樹林、高茎の草地、休耕

田、ため池、湿地などが該当する。 
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13.1.1 事業特性の把握  
１）対象道路事業実施区域の位置  
２）対象道路事業に係る道路の区間及び車線数  
３）対象道路事業に係る道路の区分、設計速度、計画交

通量及び構造の概要  
４）その他の対象道路事業に関する事項  
  ①消雪用揚水施設（存在の有無）  
 ②道路照明の設置される概ねの区間  

 13.1.2 地域特性の把握  
１）自然的状況 
 ①水象、水質、水底の底質その他の水に係る環境の状

況（環境基準の確保の状況を含む）  
 ②土壌及び地盤の状況 ③地形及び地質の状況  
 ④動植物の生息又は生育、植生及び生態系の状況  
２）社会的状況 
 ①土地利用の状況  

②環境の保全を目的として法令等により指定された

地域その他の対象及び当該対象に係る規制の内容

その他の状況  
 
 
 

13.1.3 項目の選定  
１）参考項目を選定する場合 
 ①道路（地表式又は掘割式、嵩上式）の存在に係る動物については、対象道路事業実施区域及びその周辺に重要

な種の生息地及び注目すべき生息地が存在する可能性がある場合  
 ②道路（地表式又は掘割式、嵩上式）の存在に係る植物については、対象道路事業実施区域及びその周辺に重要

な種・群落の生育地が存在する可能性がある場合  
 ③道路（地表式又は掘割式、嵩上式）の存在に係る生態系については、対象道路事業実施区域及びその周辺に動

植物の生息・生育地が存在する可能性がある場合  
２）参考項目以外の項目を選定する場合  
  例えば、道路（地下式）において、道路の存在による地下水の変化が予想され、地下水に依存する特殊な環境

である「重要な種の生息環境及び注目すべき生息地の環境」、「重要な種・群落の生育環境」、「動植物の生息・

生育環境」に著しい影響が及ぶおそれがある場合  
  

13.1.4 調査及び予測の手法の選定  
 調査・予測手法は、参考手法を勘案して選定する。ただし、以下の例に示すように参考手法による調査・予測が

困難な場合は、必要に応じ参考手法より詳細な手法を選定する。  
  ①道路照明の設置が、夜間の照度の変化に伴う影響を受けやすい重要な種等に対して著しい影響を及ぼすおそれ

がある場合（動物）  
  ②道路（地表式又は掘割式、嵩上式）の存在が、土壌水分や日照等の変化に伴う影響を受けやすい重要な種・群

落又は植物の注目種・群集に対して著しい影響を及ぼすおそれがある場合（植物、生態系）  
  ③道路（掘割式、地下式）の存在又は消雪用揚水施設による地下水への影響が、地下水に依存する特殊な環境に

生息・生育する重要な種等、重要な種・群落又は注目種・群集に対して著しい影響を及ぼすおそれがある場合

（動物、植物、生態系）。  
  

 13.1.5 調査の手法  
参考調査手法  
 文献その他の資料による情報の収集及び現地調査による情報の収集

並びに当該情報の整理及び解析。  

 
参考手法より詳細な手法  
 ①夜間の照度に係る調査（動物）  
 ②土壌水分等に係る調査（植物、生  
  態系）  
 ③地下水に係る調査（動物、植物、  
  生態系）  
 
 希少猛禽類（オオタカ、サシバ）の調査

手法例を事例集(別冊：国総研資料第721号)

Ⅱ．希少猛禽類の対策に示す。  

      ＜文献及び現地調査による情報の収集＞  

   動植物、植生の状況    地形、地質、水象等の状況  

 

                  ＜情報の整理・解析内容＞  

 動物・植物   生態系   

 ・重要な種などの見直し  
・重要な種などの生態  
・重要な種などの生息又は生 

     生息・生育基盤  

 
  

    育の状況  
・重要な種などの生息環境又 

   ・注目種・群集の見直し

・注目種・群集の生態  



 - 13-1-6 -

    は生育環境の状況     ・注目種・群集の生息又は生

 育の状況  
・注目種・群集の生息環境又

 は生育環境の状況  
    動物          植物 

 

 重要な種の  
生息地及び  
注目すべき  
生息地  

 重要な種の  
生育地及び  
群落の生育  
地 

  ・生息・生育基盤及び注目種

 ・群集による利用状況  
・注目種・群集の生態、他の

 動植物との関係  
  
   

13.1.6 予測の手法  
参考予測手法  
１）動物  
  道路構造と重要な種の生息地及び注目すべき生息地の分布範囲か

ら、生息地が消失・縮小する区間及び重要な種等の移動経路が分断さ

れる区間並びにその程度を把握する。次に、それらが重要な種等の生

息に及ぼす影響の程度を、科学的知見や類似事例を参考に予測する。

２）植物  
  道路構造と重要な種・群落の生育地の分布範囲から、生育地が消失・

縮小する区間及びその程度を把握する。次に、それが重要な種・群落

の生育に及ぼす影響の程度を、科学的知見や類似事例を参考に予測す

る。  
３）生態系  
  道路構造並びに生息・生育基盤及び注目種・群集の分布から、生息・

生育基盤が消失・縮小する区間及び注目種・群集の移動経路が分断さ

れる区間並びにその程度を把握する。次に、それらが注目種・群集の

生息・生育状況の変化及びそれに伴う地域を特徴づける生態系に及ぼ

す影響の程度を、注目種・群集の生態並びに他の動植物との関係を 踏

まえ、科学的知見や類似事例を参考に予測する。  

 
参考予測手法より詳細な手法 
 ①夜間の照度の変化に伴う影響の予測

（動物）  
 ②土壌水分等の変化に伴う影響の予測

（植物、生態系）  
 ③地下水の変化に伴う影響の予測  
  （動物、植物、生態系） 
 
 希少猛禽類（オオタカ、サシバ）の  
予測手法例を事例集(別冊：国総研資料第7

21号)Ⅱ．希少猛禽類の対策に示す。  

  

13.1.7 環境保全措置の検討 
① 予測結果等から、環境影響がない又は極めて小さいと判断される場合以外にあっては、実行可能な範囲内で

環境影響をできる限り回避・低減すること及び必要に応じ損なわれる環境の価値を代償することを目的として

環境保全措置の検討を行う。 
② ①の検討を行った場合は、複数案の比較検討、実行可能なより良い技術が取り入れられているかどうかの検

討等を通じて、環境影響ができる限り回避・低減されているかどうかを検証する。 
③ ①の検討を行った場合は、環境保全措置の実施主体、方法、効果、措置後の環境の状況の変化及びそれに伴

い生ずるおそれがある環境への影響、代償措置にあっては、回避・低減が困難な理由、損なわれる環境及び創

出される環境に係る環境要素の種類及び内容を明らかにする。  
  

13.1.8 評価の手法  
①事業者により実行可能な範囲内で環境影響が回避・低減又は代償されているかどうかを評価する。  
②国又は地方公共団体による基準又は目標と整合が図られているかどうかを評価する。  

  

13.1.9 事後調査の手法  
資料調査及び現地調査による情報の収集並びに整理・解析 

・地形改変の状況と保全措置の実施状況 

・保全対象と生息・生育環境の状況 

・環境保全措置の効果 

図－13.1.1 「道路（地表式又は掘割式、嵩上式）の存在に係る『動物』、『植物』、『生態系』」 

における調査・予測・評価の流れ                    
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13.1.1 事業特性の把握（「動物」、「植物」、「生態系」共通） 

  事業特性の把握については、計画の熟度に応じ、道路（地表式又は掘割式、嵩上式）の

存在に係る「動物」、「植物」、「生態系」の調査及び予測に関連する以下の内容を把握

する。なお、当該事業において「配慮書段階の検討＊1」を行った場合は、その検討で収集

した情報を活用し、不足する情報を補足する。 

１）対象道路事業実施区域の位置 

２）対象道路事業に係る道路の区間及び車線数 

(1) 幅員構成 

(2) 車線数 

３）対象道路事業に係る道路の区分（道路構造令（昭和 45 年政令第 320 号）第三条に

規定する道路の区分をいう）、設計速度、計画交通量及び構造の概要 

(1) 構造の概要 

①道路構造の種類（盛土、切土、トンネル、橋若しくは高架、その他の構造の別）、

概ねの位置、延長 

②インターチェンジ等の有無、概ねの位置 

③休憩所（パーキングエリア、サービスエリア）の存在の有無、設置が想定される

概ねの位置 

④換気塔の存在の有無、設置が想定される概ねの位置 

４）その他の対象道路事業に関する事項 

消雪用揚水施設（存在の有無）、道路照明の設置される概ねの区間 

 

【解 説】 

これらの事業特性は、項目の選定、調査及び予測の手法の選定、予測の実施に必要と

なる。 

なお、「配慮書段階の検討」を実施した事業（本項目を計画段階配慮事項として選定

しなかった場合を含む。）においては、その検討で一定程度の情報が収集されているこ

とから、これらを活用し、不足する情報を補足する。 

１）項目の選定に係る事業特性 

 「対象道路事業実施区域の位置」は、動植物の生息・生育地との位置関係を判断する

ために必要である。なお、項目の選定についての考え方は、「13.1.3 項目の選定」を

参照のこと。 

 「構造の概要」は、対象道路事業の道路構造を判断するために必要である。一般的に

は、「地表式又は掘割式、嵩上式」の道路構造を対象とするが、「地下式」においても

必要に応じて対象とする。詳細は、「13.1.3 項目の選定」を参照のこと。 

２）調査及び予測の手法の選定に係る事業特性 

 「対象道路事業実施区域の位置」、「構造の概要」、「消雪用揚水施設（存在の有無）」

及び「照明が設置される概ねの区間」は、調査及び予測の手法を選定する際に必要であ

る。特に、「道路の存在（掘割式、地下式）」、「消雪用揚水施設（存在の有無）」及

び「照明が設置される概ねの区間」において、調査及び予測の参考手法の適用が困難な

場合は、必要に応じて参考手法より詳細な手法を選定する。詳細は、「13.1.4 調査及
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び予測の手法の選定」を参照のこと。 

３）予測に用いる事業特性 

 「対象道路事業実施区域の位置」、「幅員構成」及び「車線数」は、動植物の生息・

生育地が改変される場所や面積を把握する際に必要である。「構造の概要」は、動植物

の生息・生育地の縮小・消失や動物の移動経路の分断の程度を把握するのに用いる。詳

細は「13.1.6(1)～(3) 予測の手法」を参照のこと。 

 

*1「配慮書段階の検討」 

概略ルート・構造の検討（構想段階の検討）における、環境面に関する検討を、環

境影響評価法第３条の２及び関連する主務省令に基づき行ったもの。「１．計画段階

配慮事項（全ての影響要因・環境要素に共通）」を参照。 
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13.1.2 地域特性の把握 

地域特性の把握については、対象道路事業実施区域及びその周囲において入手可能な最

新の文献＊１その他の資料（出版物等であって、事業者が一般に入手可能な資料）に基づき、

以下の内容を把握する。なお、当該事業において「配慮書段階の検討」を行った場合は、

その検討で収集した情報を活用し、不足する情報を補足する。さらに必要に応じ、知見を

有する者からの聴取又は現地概査＊２を実施する。 

なお、地域特性の把握の範囲は、対象道路事業実施区域及びその端部から３km 程度＊３

を目安とする。 

１）自然的状況 

(1) 水象、水質、水底の底質その他の水に係る環境の状況（環境基準の確保の状    

況を含む） 

①水象の状況 

河川、湖沼及び海域の分布の状況 

  (2) 土壌及び地盤の状況 

    土壌の区分及び分布状況 

  (3) 地形及び地質の状況 

      ①地形の状況 

    地形の区分及び分布状況 

   ②地質の状況 

    地質の区分及び分布状況 

(4) 動植物の生息又は生育、植生及び生態系の状況 

   ①動植物の生息又は生育の状況 

    主な動物相及び植物相 

   ②動物の重要な種及び注目すべき生息地の状況 

環境の保全を目的として法令等（社会的状況において把握するものとする）    

に基づき抽出される学術上又は希少性等の観点から重要な種＊４（以下、「重要な

種」という）並びに学術上若しくは希少性の観点から重要である生息地又は地域

の象徴であることその他の理由から注目すべき生息地＊５（以下、「注目すべき生

息地」という）の名称 

   ③植物の重要な種及び群落の状況 

環境の保全を目的として法令等に基づき抽出される学術上又は希少性等の観点か

ら重要な種及び群落＊６（以下、「重要な種・群落」という）の名称 

   ④植生の状況 

    現存植生の状況 

      ⑤生態系の状況 

地形、水系、植生等から類型化される自然環境の各区分＊７における主な動物相、

植物相の状況＊８並びに生息・生育基盤の状況＊９ 

２）社会的状況 

(1) 土地利用の状況 

土地利用の現況、土地利用計画の状況 
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(2) 環境の保全を目的として法令等により指定された地域その他の対象及び当該対象

に係る規制の内容その他の状況＊１０ 

①世界の文化遺産及び自然遺産の保護に関する条約第十一条二の世界遺産一覧表に

記載された自然遺産の区域 

   ②絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律（平成４年法律第 75 号）

第三十六条第１項の規定により指定された生息地等保護区の区域 

   ③特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿地に関する条約第二条一の規定により

指定された湿地の区域 

   ④文化財保護法（昭和 25 年法律第 214 号）第百九条第１項の規定により指定された

天然記念物（動物又は植物の種を単位として指定されている場合における当該種

及び標本を除く。） 

   ⑤自然公園法（昭和 32 年法律第 161 号）第五条第１項の規定により指定された国立

公園、同条第２項の規定により指定された国定公園又は同法第七十二条の規定に

より指定された都道府県立自然公園の区域 

   ⑥自然環境保全法（昭和 47 年法律第 85 号）第十四条第１項の規定により指定され

た原生自然環境保全地域、同法第二十二条第１項の規定により指定された自然環

境保全地域又は同法第四十五条第１項の規定により指定された都道府県立自然環

境保全地域 

   ⑦首都圏近郊緑地保全法（昭和 41 年法律第 101 号）第三条第１項の規定により指定

された近郊緑地保全区域 

   ⑧瀬戸内海環境保全特別措置法(昭和48年法律第110号)第十二条の七の規定により

指定された自然海浜保全地区 

   ⑨近畿圏の保全区域の整備に関する法律（昭和 42 年法律第 103 号）第五条第１項の

規定により指定された近郊緑地保全区域 

   ⑩都市緑地法（昭和 48 年法律第 72 号）第五条第１項の規定により指定された緑地

保全地域又は同法第十二条第１項の規定により指定された特別緑地保全地区の区

域 

   ⑪都市緑地法（昭和 48 年法律第 72 号）第四条第１項により市町村が定める緑地の

保全及び緑地の推進に関する基本計画（「緑の基本計画」） 

   ⑫鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（平成 14 年法律第 88 号）第二十八条

第 1 項の規定により指定された鳥獣保護区の区域 

   ⑬その他の環境の保全を目的として法令等に規定する区域等の状況 

・「保護林の再編・拡充について」（平成元年４月 11 日付け元林野経第 25 号林

野庁長官通達）により指定された保護林の区域 

・地方公共団体の条例等、自然環境の保全を目的に指定された区域  

 

【解 説】 

 これらの地域特性は、項目の選定、調査及び予測の手法の選定に必要となる。 

なお、「配慮書段階の検討」を実施した事業（本項目を計画段階配慮事項として選定

しなかった場合を含む。）においては、その検討で一定程度の情報が収集されているこ
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とから、これらを活用し、不足する情報を補足する。 

１）項目の選定に係る地域特性 

 「動物」及び「植物」に係る地域特性の把握として、評価対象の有無又はその存在の

可能性を把握するために、「動物の重要な種及び注目すべき生息地の状況」、「植物の

重要な種・群落の状況」をそれぞれ整理する。 

 また、「生態系」に係る地域特性の把握として、地域の生態系の概要を把握するため

に、「生態系の状況」を整理する。 

 これらの結果と「13.1.1 事業特性の把握」で整理した対象道路の事業特性から、項目

の選定について検討する。詳細は、「13.1.3 項目の選定」を参照のこと。 

 なお、「土地利用計画の状況」から将来の保全対象の立地状況を想定する。 

２）調査及び予測の手法の選定に係る地域特性 

 調査、予測手法の選定は、特に、地域特性の把握により抽出された動物の重要な種、

注目すべき生息地、植物の重要な種及び群落などの特性に基づいて行われる。詳細は、

「13.1.4 調査及び予測の手法の選定」を参照のこと。 

 

*1「入手可能な最新の文献」 

文献の例を表－13.1.1に示す。なお、調査対象とする文献の発行状況は、地域によ

って異なるため、表－13.1.1に示した文献の記載内容を参考に適宜追加するとよい。

なお、これらの情報は適宜更新されるため、その都度最新版を確認して入手する必要

がある。 
表－13.1.1 地域特性の項目と資料の例  

 
地域特性の項目  文献・資料名  文献・資料から抽出

する内容  
発行者等  

 

自
然
的
状
況 

水象の状況  河川図 
公共用水域の管内図  

公共用水域の分布の
状況  

国、都道府県  

地形図  国土地理院  

土壌の状況  土地分類基本調査土壌図  
 1/50,000  

土壌の区分とその分
布範囲  

都道府県  

市町村  

地形の状況  土地分類基本調査地形分類図  
 1/50,000  

地形の区分とその分
布範囲  

地質の状況  土地分類基本調査表層地質図  
 1/50,000  

表層地質の区分とそ
の分布範囲  

動物の生息の状況 第１回自然環境保全基礎調査  
・1/200,000すぐれた自然図  

主な動物の種名とそ
の分布範囲  

環境庁  

第２回自然環境保全基礎調査  
 ・動物分布調査報告書  
 ・海域環境調査報告書  
 ・海域調査報告書  
 ・河川調査報告書  
 ・湖沼調査報告書ほか  

第３回自然環境保全基礎調査  
 ・動植物分布調査報告書  
 ・河川調査報告書  
 ・湖沼調査報告書  
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 ・海域生物環境調査報告書  
 ・自然環境情報図ほか  

第４回自然環境保全基礎調査  
 ・動物分布調査報告書 
 ・河川調査報告書  
 ・湖沼調査報告書  
 ・海域生物環境調査報告書  
 ・自然環境情報図ほか  

第５回自然環境保全基礎調査  
 ・河川調査報告書  
 ・湿地調査報告書  
 ・海辺調査報告書  
 ・種の多様性調査報告書  
 ・生態系多様性地域調査報告
  書  
 ・遺伝的多様性調査報告書  
           ほか  

環境省  

第６回自然環境保全基礎調査  
 ・浅海域調査報告書  
 ・種の多様性調査報告書  
 ・生態系多様性地域調査報告
  書        ほか  

第７回自然環境保全基礎調査  
 ・浅海域生態系調査（干潟調

査）報告書 
 ・浅海域生態系調査（藻場調

査）報告書 
・種の多様性調査報告書ほか

ｶﾞﾝｶﾓ科鳥類の生息調査報告書  

ｼｷﾞ･ﾁﾄﾞﾘ類渡来地湿地目録  

モニタリングサイト1000 
 ・報告書 ほか 

田んぼの生きもの調査 
 ・調査結果 

農林水産省  
環境省  

河川水辺の国勢調査 
 ・河川環境データベース 

・河川水辺の国勢調査年鑑 

国土交通省  

・国指定文化財等データベース  
・天然記念物緊急調査 

文化庁  

・生物多様性地域戦略 
・鳥獣関係統計  
・自然誌（○○県の生物などの

図書）  
・その他、地方公共団体が発行

す る 動 物 の 生 息 状 況 に 係 る
資料・文献  

都道府県  
市町村  

昆虫類の多様性保護のための
重要地域第1～3集 
【日本昆虫学会】 

民間等 

一般図鑑・目録、機関誌等 

植生の状況  第１回自然環境保全基礎調査  ・現存植生の区分と  環境庁  
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植物の生育の状況  ・1/200,000すぐれた自然図   その分布範囲  
・主な植物の種名と  
 その分布範囲  第２回自然環境保全基礎調査  

 ・植生調査報告書  
 ・特定植物群落調査報告書ほ
  か  

第３回自然環境保全基礎調査  
 ・現存植生図  
 ・植生調査報告書  
 ・特定植物群落群落調査報告
  書  
 ・自然環境情報図ほか  

第４回自然環境保全基礎調査  
 ・植生調査報告書  
 ・自然環境情報図ほか  

第５回自然環境保全基礎調査  
 ・植生調査報告書  
 ・特定植物群落調査報告書 
           ほか  

環境省  

第６回自然環境保全基礎調査  

 ・植生調査報告書  ほか  

第７回自然環境保全基礎調査  
 ・植生調査報告書  ほか 

絶滅危惧種（植物I 維管束植
物)分布情報 

モニタリングサイト1000 
 ・報告書 ほか 

河川水辺の国勢調査 
 ・河川環境データベース 

・河川水辺の国勢調査年鑑 

国土交通省  

・国指定文化財等データベース  
・天然記念物緊急調査  

文化庁  

・生物多様性地域戦略 
・自然誌（○○県の植物誌など
 の図書）  
・その他、地方公共団体が発行

す る 植 物 の 生 育 状 況 に 係 る
資料・文献  

都道府県  
市町村  

一般図鑑・目録、機関誌等  民間等  

レッドデータブッ
ク等該当種の状況

レッドリスト－日本の絶滅の
おそれのある野生生物の種のﾘ
ｽﾄ－ 

動物の重要な種及び  
注目すべき生息地、  
植物の重要な種及び  
群落の判断基準に該  
当する種及び要件 

環境省 

改訂日本の絶滅のおそれのあ
る野生生物－ﾚｯﾄﾞﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸ－
爬虫類・両生類  

 

改訂日本の絶滅のおそれのあ
る野生生物－ﾚｯﾄﾞﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸ－
植物Ⅰ（維管束植物）・Ⅱ（維
管束植物以外 

改訂日本の絶滅のおそれのあ
る野生生物－ﾚｯﾄﾞﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸ－
哺乳類  

環境省  



 - 13-1-14 -

改訂日本の絶滅のおそれのあ
る野生生物－ﾚｯﾄﾞﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸ－
鳥類  

改訂日本の絶滅のおそれのあ
る野生生物－ﾚｯﾄﾞﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸ－
汽水・淡水魚類  

改訂日本の絶滅のおそれのあ
る野生生物－ﾚｯﾄﾞﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸ－
陸・淡水産貝類  

改訂日本の絶滅のおそれのあ
る野生生物－ﾚｯﾄﾞﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸ－
昆虫類 

改訂日本の絶滅のおそれのあ
る野生生物－ﾚｯﾄﾞﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸ－
クモ形類・甲殻類等 

日本の希少な野生水生生物に
関するデータブック-水産庁編
- 

水産庁  

地方版レッドデータブック、生
物多様性地域戦略など 

都道府県、  
市町村等 

植物群落レッドデータブック  
【(財)日本自然保護協会】  

民間等  

我が国における保護上重要な
植物種の現状  
【我が国における保護上重要
な植物種及び群落に関する研
究委員会】  
日本の地形レッドデータブッ
ク第１集  
【日本の地形レッドデータブ
ック作成委員会】  

日本の地形レッドデータブッ
ク第２集  
【日本の地形レッドデータブ
ック作成委員会】  

社
会
的
状
況 

土地利用の状況  土地利用図  土地利用の現況  国土地理院  

土地利用基本計画図  土地利用計画の状況  都道府県  

都市計画図  市町村  

環境の保全を目的
として法令等によ
り指定された地域
その他の対象の状
況及び当該対象に
係る規制の内容の
状況  

都市計画図等  首都圏近郊緑地保全  
法第三条第１項の規  
定により指定された  
近郊緑地保全区域  

都県  

近畿圏の保全区域の  
整備に関する法律第  
五条第１項の規定に  
より指定された近郊  
緑地保全区域  

府県  

都市緑地法第五条の  
規定により指定され  
た緑地保全地域又は  
同法第十二条第１項  

都道府県  
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の規定により指定さ  
れた特別緑地保全地  
区の区域  

ラムサール条約湿地位置図等 特に水鳥の生息地と  
して国際的に重要な  
湿 地 に 関 す る 条 約
（ラムサール条約）
第二条一の規定によ
り指定された湿地の
区域  

環境省  

・天然記念物緊急調査(1969) 
・史跡名勝天然記念物指定目録
(1980) 

・国指定文化財等データベース  
・文化財分布地図  

文化財保護法第百九  
条第１項の規定によ  
り指定された天然記  
念物  

文化庁  
都道府県  
市町村  

・国立・国定公園公園計画図等
・都道府県立自然公園計画図等

自然公園法第五条第  
１項の規定により指  
定された国立公園、  
同条第２項の規定に  
より指定された国定  
公園又は同法第五十  
九条の規定により指  
定された都道府県立  
自然公園の区域  

環境省  
都道府県  

・自然環境保全地域地区図等 
・都道府県自然環境保全地域区
 域図等  

自然環境保全法第十
四条第１項の規定に  
より指定された原生  
自然環境保全地域、  
同法第二十二条第１  
項の規定により指定  
された自然環境保全  
地域又は同法第四十  
五条第１項の規定に  
より指定された都道  
府県立自然環境保全  
地域  

鳥獣保護区位置図等  鳥獣の保護及び狩猟  
の適正化に関する法  
律第二十八条第１項  
の規定により指定さ  
れた鳥獣保護区の区  
域  

環境省  
都道府県  

保安林位置図等 森林法第二十五条の
規定により指定され
た保安林の区域 

林野庁  
都道府県 

・地域管理経営計画  
・国有林野施業実施計画  

「保護林の再編・拡  
充について」（平成  
元年４月11日付け元  
林野経第25号林野庁  
長官通達）により指  
定された保護林の区  
域  

林野庁  

行政資料等  世界の文化遺産及び  
自然遺産の保護に関  
する条約第十一条二  
の世界遺産一覧表に  

環境省  
文化庁  
林野庁  
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記載された文化遺産  
及び自然遺産の区域  

絶滅のおそれのある  
野生動植物の種の保  
存に関する法律第三  
十六条第１項の規定  
により指定された生  
息地等保護区の区域  

環境省  
都道府県  

瀬戸内海環境保全特  
別措置法第十二条の  
七の規定により指定  
された自然海浜保全  
地区  

環境省  
府県  

我が国の湿地保全施
策の基礎資料を得る
ため、多数の専門家
の意見を得て選定し
た重要湿地の区域 
（日本の重要湿地500） 

環境省 

・生物多様性地域戦略 
・行政資料等  
・地方公共団体の環境白書  
・環境基本計画、環境配慮指針
 等  

地方公共団体の条例  
等、自然環境の保全  
を目的に指定された  
区域  

都道府県  
市町村  

 

*2「知見を有する者からの聴取又は現地概査」 

項目の選定、調査及び予測手法の選定に必要な文献情報が不足する場合、必要に応

じ聞き取り調査による情報の聴取又は現地概査を実施する。 

一般に、対象地域の動植物の生息・生育の状況や、生態系の状況について記載され

た文献は少ないため、聞き取り調査によって有益な情報が得られる場合がある。  

聞き取り調査の実施に当たっては、関係地方公共団体、大学・研究機関、専門家そ

の他当該情報に関する知見を有する者を対象とする。 

また、現地概査を実施し、現地の状況を概括的に把握することにより、自然環境の

区分（「13.1.2 地域特性の把握」*7を参照のこと）の検討をはじめ、項目の選定や

調査及び予測の手法の選定を適切に行うことができる。現地概査においては、文献調

査で把握した地形、植生などの状況を確認する。 

*3「３km程度」 

３km程度とは、移動能力が高い動物の行動圏を勘案して定めた値である（表－13.1.

2参照）。 
      表－13.1.2 大型動物の行動圏の例  

 

 対   象 内         容  

 ツキノワグマ  平均的な行動圏♂70km2 ♀40km2 １） 
 (行動圏の半径に換算して約１.2～4.7km程度） 

 イヌワシ  行動圏：全国平均60.8km2(地域ごと、つがい毎 
 に面積の差異が大きく、狭いもので20km2前後 
 から広いもので250km2に及ぶ。)２）  
 (行動圏の半径に換算して約4.4km) 
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 クマタカ  行動圏：約1,000ha～4,800ha２） 
 (行動圏の半径に換算して約1.8km～3.9km) 

 オオタカ  行動圏：250ha～2,000ha以上２）  
 (行動圏の半径に換算して約0.9km～2.5km以上) 

 
*4「学術上又は希少性等の観点から重要な種」 

「学術上又は希少性等の観点から重要な種」の抽出に当たっては、表－13.1.3～13.

1.4に示す法令又は文献等が参考になる。 

これらの法令又は文献等には、法律や国の行政機関等による全国的な観点のものと、

条例や地方版レッドデータブックなど地域的な観点からのものがあり、同一の種につ

いてそれぞれの観点から異なった評価が与えられている場合がある。このため、重要

な種の抽出の根拠となる法令又は文献等における指定理由も整理しておくとよい。な

お、地域特性の把握において抽出される重要な種は、文献等の情報に基づくため、「1

3.1.5 調査の手法」において得られる調査結果を踏まえて適宜見直す必要がある。 

ところで、地域における動物の重要性に係る文献等の整備が不十分な場合や、今後、

同様の文献が新たに発行又は更新される場合も考えられ、必要に応じて学識経験者の

意見や研究論文等を参考に判断するとよい。 

これらの留意点は、重要な種・群落の抽出に際しても共通する（「13.1.2 地域特

性の把握」*6参照）。 

 
  表－13.1.3 重要な種に関する参考資料（全国的な観点）  

 

 文献及び法律名 選定基準となる区分 

法
律
等

文化財保護法（昭和25年５月30日 
法律第214号） 

特別史跡名勝天然記念物及び史跡名勝天然記念物に指定
された動物 
 ①日本特有の動物で著名なもの及びその棲息地 
 ②特有の産ではないが、日本著名の動物として保存を必

要とするもの及びその棲息地 
 ③自然環境における特有の動物又は動物群聚 
 ④家畜以外の動物で海外より我が国に移植され現時野

生の状態にある著名なもの及びその棲息地 

絶滅のおそれのある野生動植物の 
種の保存に関する法律＜種の保存 
法＞(平成4年6月5日 法律第75号) 

種の保存法該当種（動物に係るもの） 
 ①国内希少野生動植物種 ②緊急指定種 

文
献

レッドリスト（日本の絶滅のおそ 
れのある野生生物の種のリスト） 
（2012年 環境省） 

絶滅のおそれのある動物種として選定された野生生物 
(哺乳類、鳥類、爬虫類、両生類、汽水・淡水魚類、昆虫
類、貝類、その他無脊椎動物（クモ形類及び甲殻類等)）
  ①絶滅危惧Ⅰ類 ②絶滅危惧Ⅱ類 ③準絶滅危惧 
  ④地域個体群  ⑤情報不足 

改訂・日本の絶滅のおそれのある 
野生生物－ﾚｯﾄﾞﾃ ﾞ ｰﾀ ﾌ ﾞ ｯ ｸ－  爬虫
類・両生類(2000年 環境庁) 

絶滅のおそれのある動物種として選定された爬虫類及び
両生類 
  ①絶滅危惧Ⅰ類 ②絶滅危惧Ⅱ類 ③準絶滅危惧 
  ④地域個体群   ⑤情報不足 

改訂・日本の絶滅のおそれのある 
野生生物－ﾚｯﾄﾞﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸ－ 哺乳類
(2002年 環境省) 

絶滅のおそれのある動物種として選定された哺乳類 
  ①絶滅危惧Ⅰ類 ②絶滅危惧Ⅱ類 ③準絶滅危惧 
  ④地域個体群   ⑤情報不足 
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改訂・日本の絶滅のおそれのある 
野生生物－ﾚｯﾄﾞﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸ－ 鳥類 
(2002年 環境省) 

絶滅のおそれのある動物種として選定された鳥類 
  ①絶滅危惧Ⅰ類 ②絶滅危惧Ⅱ類 ③準絶滅危惧 
  ④地域個体群   ⑤情報不足 

改訂・日本の絶滅のおそれのある 
野生生物－ﾚｯﾄﾞﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸ－ 汽水・淡
水魚類(2003年 環境省) 

絶滅のおそれのある動物種として選定された汽水・淡水魚
類 
  ①絶滅危惧Ⅰ類 ②絶滅危惧Ⅱ類 ③準絶滅危惧 
  ④地域個体群   ⑤情報不足 

改訂・日本の絶滅のおそれのある 
野生生物－ﾚｯﾄﾞﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸ－ 陸・淡水
産貝類(2005年 環境省) 

絶滅のおそれのある動物種として選定された陸・淡水産貝
類 
  ①絶滅危惧Ⅰ類 ②絶滅危惧Ⅱ類 ③準絶滅危惧 
  ④地域個体群   ⑤情報不足 

改訂・日本の絶滅のおそれのある 
野生生物－ﾚｯﾄﾞﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸ－ 昆虫類
(2006年 環境省) 

絶滅のおそれのある動物種として選定された昆虫類 
  ①絶滅危惧Ⅰ類 ②絶滅危惧Ⅱ類 ③準絶滅危惧 
  ④地域個体群   ⑤情報不足 

改訂・日本の絶滅のおそれのある 
野生生物－ﾚｯﾄﾞﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸ－ クモ形
類・甲殻類等(2006年 環境省) 

絶滅のおそれのある動物種として選定されたクモ形類・甲
殻類等 
  ①絶滅危惧Ⅰ類 ②絶滅危惧Ⅱ類 ③準絶滅危惧 
  ④情報不足 

その他の全国版レッドデータブック 日本の絶滅のおそれのある野生生物-ﾚｯﾄﾞﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸ-又は
レッドリスト（日本の絶滅のおそれのある野生生物の種の
リスト）に準ずる区分に該当する動物種 

 
  表－13.1.4 重要な種に関する参考資料（地域的な観点）  

 

 文献及び法律名 選定基準となる区分 

条 
例 
等 

文化財保護条例 文化財保護法に準ずる区分に該当する動物種 

文 
献 

地方版レッドデータブック 日本の絶滅のおそれのある野生生物-ﾚｯﾄﾞﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸ-又
はレッドリスト（日本の絶滅のおそれのある野生生物の
種のリスト）に準ずる区分に該当する動物種 

  生物多様性地域戦略など 
（都道府県、市町村） 

対象道路事業実施区域及びその周辺において重要と考
えられている動物種 

 
 

*5「学術上若しくは希少性の観点から重要である生息地又は地域の象徴であることその

他の理由から注目すべき生息地」 

「学術上若しくは希少性の観点から重要である生息地又は地域の象徴であることそ

の他の理由から注目すべき生息地」の抽出に当たっては、表－13.1.5～13.1.6に示す

文献又は法律等が参考になる。 

 
表－13.1.5 注目すべき生息地に関する参考資料（全国的な観点）  

 

 文献及び法律名 選定基準となる区分 
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法 
律 
等 

文化財保護法（昭和25年５月30日
法律第214号） 

特別史跡名勝天然記念物及び史跡名勝天然記念物に指
定された動物の生息地 
 ①日本特有の動物で著名なもの及びその棲息地 
 ②特有の産ではないが、日本著名の動物として保存を

必要とするもの及びその棲息地 
 ③自然環境における特有の動物又は動物群聚 
 ④家畜以外の動物で海外よりわが国に移植され現時

野生の状態にある著名なもの及びその棲息地 

特に水鳥の生息地として国際的に
重要な湿地に関する条約(ラムサ
ール条約 昭和55年) 

指定湿地 

絶滅のおそれのある野生動植物の
種の保存に関する法律＜種の保存
法＞(平成4年6月5日 法律第75号)

生息地等保護区（動物に係るもの） 

世界の文化遺産及び自然遺産の保
護に関する条約＜世界遺産条約＞
(平成4年9月28日 条約第7号) 

世界遺産条約で登録されている世界遺産のうち、世界遺
産委員会が定める次の自然遺産の登録基準に該当する
もの 
 ・陸上・淡水域・沿岸・海洋の生態系や生物群集の進

化発展において、重要な進行中の生態学的・生物学的
過程を代表とする顕著な見本であること。 

 ・学術的・保全的観点からみて、すぐれた普遍的価値
をもち、絶滅のおそれのある種を含む、野生状態にお
ける生物の多様性の保全にとって、とくに重要な自然
の生息地域を包含すること。 

 日本の重要湿地500（平成13年12
月、環境省） 

指定湿地 

文 
献 

日本の地形レッドデータブック第
１集(1994年、日本の地形レッドデ
ータブック作成委員会) 

○保護上重要な地形及び地質として選定された地形及
び地質（選定基準） 
 ＊①日本の地形を代表する典型的なかつ希少な、貴重な

地形 
 ＊②①に準じ、地形学の教育上重要な地形もしくは地形

学の研究の進展に伴って新たに注目したほうが良い
と考えられる地形 

 ＊③多数存在するが、なかでも典型的な形態を示し、 
     保存することが望ましいもの

 ④動物、植物の生息地としての重要な地形 
   

日本の地形レッドデータブック第
２集(2002年、日本の地形レッドデ
ータブック作成委員会) 

○保護上重要な地形及び地質として選定された地形及
び地質（選定基準） 

 ＊①日本の地形を代表する典型的なかつ希少な、貴重な
地形 

 ＊②①に準じ、地形学の教育上重要な地形もしくは地形
学の研究の進展に伴って新たに注目したほうが良い
考えられる地形 

 ＊③多数存在するが、なかでも典型的な形態を示し、保
存することが望ましいもの 

 ④動物、植物の生息地としての重要な地形 

  昆虫類の多様性保護のための重
要地域第1～3集（1999年、2000
年、2002年、日本昆虫学会） 

昆虫類の生物多様性保護の観点から選定された重要地
域 

 
    ＊：表-13.1.5の「日本の地形レッドデータブック第1集、第2集」の選定基準となる区分   

それぞれ①から③の対象は、９地形と地質   （本編対象外） 
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表－13.1.6 注目すべき生息地に関する資料（地域的な観点）  
 

 文献及び法律名 選定基準となる区分 

条 
例 
等 

文化財保護条例 文化財保護法に準ずる区分に該当する動物の生息地 

文 
献 

生物多様性地域戦略など 
（都道府県、市町村） 

対象道路事業実施区域及びその周辺における注目すべ
き生息地 

地域の象徴であること等の理由に
より注目される生息地 

動物の集団繁殖地、渡り鳥の渡来地等で、「アジア太平
洋地域渡り性水鳥保全戦略の参加地」等その他の文献資
料や、関係する地方公共団体、専門家等からの情報等に
より確認されるもの 

  
*6「学術上又は希少性等の観点から重要な種及び群落」 

「学術上又は希少性等の観点から重要な種及び群落」の抽出に当たっては、表－13.

1.7～13.1.8に示す法令又は文献等が参考になる。 

なお、留意点は「13.1.2 地域特性の把握」*4を参照のこと。 
 

表－13.1.7 重要な種・群落に関する参考資料（全国的な観点）  
 
 文献及び法律名 選定基準となる区分 

法 
律 
等 

文化財保護法 
（昭和25年５月30日法律214号） 

特別史跡名勝天然記念物及び史跡名勝天然記念物に指定さ
れた植物 
  ①栽培植物の原木 
  ②代表的原始林、稀有の森林植物相 
  ③代表的高山植物帯、特殊岩石地植物群落 
  ④代表的な原野植物群落 
 ⑤海岸及び沙地植物群落の代表的なもの 
 ⑥泥炭形成植物の発生する地域の代表的なもの 
 ⑦洞穴に自生する植物群落 
 ⑧池泉、温泉、湖沼、河、海等の珍奇な水草類、藻類 
  蘇苔類、微生物等の生ずる地域 
 ⑨着生草本の著しく発生する岩石又は樹木 

絶滅のおそれのある野生動植物の
種の保存に関する法律＜種の保存
法＞(平成4年6月5日 法律第75号)

種の保存法該当種（植物に係るもの） 
 ①国内希少野生動植物種 ②緊急指定種 

自然公園法（昭和32年6月1日法律第
161号） 

指定植物注１）  
  ①分布の特殊性を有する種 
  ②希少種（地域的に特に個体数の少ない植物） 
  ③当該公園をタイプロカリティー（原標本の生育地）とす

る種 
  ④極端な生育立地条件に生育する植物 
 
絶滅のおそれのある植物種 
  ①絶滅危惧Ⅰ類 ②絶滅危惧Ⅱ類 ③準絶滅危惧 
  ④情報不足 

文 
献 

レッドリスト（日本の絶滅の 
おそれのある野生生物の種のリス
ト）（2012年 環境省） 

改訂・日本の絶滅のおそれのある
野生生物－ﾚｯﾄﾞﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸ－ 植物 
Ⅰ（維管束植物）(2000年環境庁)

絶滅のおそれのある植物種として選定された植物（維管束植
物） 
  ①絶滅危惧Ⅰ類 ②絶滅危惧Ⅱ類 ③準絶滅危惧 
  ④情報不足 

改訂・日本の絶滅のおそれのある
野生生物－ﾚｯﾄﾞﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸ－ 植物 
Ⅱ（維管束植物以外）(2000年環境
庁) 

絶滅のおそれのある植物種として選定された植物（維管束植
物以外） 
  ①絶滅危惧Ⅰ類 ②絶滅危惧Ⅱ類 ③準絶滅危惧 
  ④情報不足 
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植物群落レッドデータブック 
（1996年、(財)日本自然保護協 
会） 

保護上重要群落として選定された植物群落 
 ①原生自然としての価値、②二次的自然としての価値 
 ③保護上重要な種のﾊﾋﾞﾀｯﾄとしての価値 

我が国における保護上重要な植物
の現状（1989年、我が国における保
護上重要な植物種及び群落に関す
る研究委員会） 

絶滅が危惧されている植物種 

特定植物群落調査報告書－第二回
自然環境保全基礎調査（昭和54年:
都道府県別47冊、昭和56年:全国
版）・第三回自然環境保全基礎調査
（昭和63年）－（環境庁） 

特定植物群落注２）  
 Ａ：原生林もしくはそれに近い自然林 
 Ｂ：国内若干地域に分布するが、極めて稀な植物群落また

は個体群 
 Ｃ：比較的普通に見られるものであっても、南限、北限、

隔離分布等分布限界になる産地に見られる植物群落
または個体群 

 Ｄ：砂丘、断崖地、塩沢地、湖沼、河川、湿地、高山、石
灰岩地等の特殊な立地に特有な植物群落または個体
群で、その群落の特徴が典型的なもの 

 Ｇ：乱獲その他人為の影響によって、当該都道府県内で極
端に少なくなるおそれのある植物群落または個体群

 Ｈ：その他、学術上重要な植物群落または個体群 

その他の全国版レッドデータブッ
ク 

「我が国における保護上重要な植物の現状」等又はレッドリ
スト（日本の絶滅のおそれのある野生生物の種のリスト）に
準ずる区分に該当する植物種又は植物群落     

注１）自然公園法に基づく「指定植物」は当該自然公園の特別保護区域内に生育している植物を対象とするもので

ある。この指定植物は自然公園毎に設定されている。  
注２）特定植物群落は、保護対策検討の基礎資料として植物群落の地域特性を踏まえ選定されたものであり、重要

な群落以外の植物も含まれる。特定植物群落調査報告書は、地方版レッドデータブックなど、地域における学術

上又は希少性の観点から重要な種・群落の選定基準が十分に整備されていない場合などに、他の選定基準の考え

方も踏まえつつ参考にするものとする。  
 

表－13.1.8 重要な種・群落に関する参考資料（地域的な観点）  
 

 文献及び法律名 選定基準となる区分 

条 
例 
等 

文化財保護条例 文化財保護法に準ずる区分に該当する植物種又は植物群落

文 
献 

地方版レッドデータブック 「我が国における保護上重要な植物の現状」等又はレッドリ
スト（日本の絶滅のおそれのある野生生物の種のリスト）に
準ずる区分に該当する植物種又は植物群落 

  生物多様性地域戦略など 
（都道府県、市町村） 

対象道路事業実施区域及びその周辺において重要と考えら
れている植物種又は植物群落 

 
*7「地形、水系、植生等から類型化される自然環境の各区分」 

１）自然環境の類型区分の目的 

一般に、動植物種や生物群集の生息・生育する基盤は、森林や草地など比較的大

きなスケールで捉えられるものから、湿地やため池など小規模なものまで、様々な

レベルで整理される。 

そこで、まず、比較的大きなスケールで自然環境の類型区分（以下「類型区分」

という）を設定し、対象地域の生態系の状況を概括的に把握する。設定された類型

区分は、「13.1.4 調査及び予測の手法の選定」において地域を特徴づける生態系

を抽出する際に用いる。 



 - 13-1-22 -

２）類型区分の設定・表示方法 

自然環境の類型区分とは、対象地域の地形・水系及び植生等のまとまりに着目し、

同質の自然環境を類型化し、生物の生息・生育空間として均質であると考えられる

区域を設定したものである。類型区分の設定に当たっては、既存文献から収集可能

な情報を利用し、縮尺1/50,000～1/25,000程度の図面（自然環境類型区分図）に整

理することを基本とする。この際、各類型区分には、「山地の自然林を主体とした

環境」など、地形・水系及び植生等の関係が分かる名称を付けるように工夫するこ

とも考えられる。 

これらの各類型区分を構成する地形、水系、表層地質、土壌、植生の種類や特性

を表等に整理する。 

なお、都市域のように自然環境が細分化されている地域では、地形・水系や植生

の区分に基づく類型化が困難な場合があるため、「緑が多い住宅環境」や「緑が点

在する環境」等の類型区分を設けるなど適宜工夫する。 

図－13.1.2には自然環境の類型化の流れを示す。また、図－13.1.3に自然環境の

類型化の作業イメージを示す。 
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  自然環境の類型化に利用する情報 

 ○地形、水象等の状況に係る情報 
  ・地形図、湖沼図（水系）及び地形分類図、表層地質分類図、土壌分類図 
 ○植生の状況に係る情報 
  ・現存植生図、土地利用現況図、航空写真 

 
 
  対象地域の地形等区分 対象地域の植生区分 

 
  地形の区分及び水系の区分 植生の区分 

 

 地形等区分の類型化 植生区分の類型化 

＜類型基準＞ 
①山地・火山地、②丘陵地、③台
地・段丘、④低地、⑤水系（河川、
湖、池、沼等） 

＜類型基準＞ 
①自然林、②二次林、③造林地 
（人工林）、④自然草地、⑤二次
草地、⑥樹園地、⑦水田、⑧畑地、
⑨開放水域（河川、湖、池、沼等）、
⑩その他（市街地、造成地等） 

 
 
 

  必要に応じて現地概査による地形・水系及び植生等の状況の確認 
 

  地形等区分と植生区分の組み合わせによる自然環境の類型化 
 

図－13.1.2 自然環境の類型化の流れ  
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図－13.1.3 自然環境の類型化の作業イメージ  
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*8「主な動物相、植物相の状況」 

類型区分を構成する生息・生育基盤（「13.1.2 地域特性の把握」*9を参照のこと）

ごとに、そこに生息・生育することが想定される動植物の種名又は生物群集の名称を

表等に整理する（表－13.1.9）。ここで整理された動植物又は生物群集は、地域を特

徴づける生態系における注目種・群集を選定する際の基礎情報として使われる。詳細

は「13.1.4 調査及び予測の手法の選定」を参照のこと。 
 

表－13.1.9 各類型区分の動物相、植物相整理イメージ  
 

 類型 
 区分 

 生息・生育
 基盤の種類

 主な動物種  主な植物種 

 山地の 
 人工林 

 ｽｷﾞ・ﾋﾉｷ林  ｷﾂﾈ､ﾀﾇｷ、ｻｼﾊﾞ、ﾉｳｻｷﾞ､ﾔﾏｶﾞﾗ･･･  ｽｷﾞ､ﾋﾉｷ､ｱｶﾏﾂ、ｱｵｷ･･･ 
  

 丘陵地 
 の二次 
 林 

 コナラ林  ｼｼﾞｭｳｶﾗ､ｴﾅｶﾞ､ｱｵﾀﾞｲｼｮｳ、･･･  ｺﾅﾗ、ｸﾇｷﾞ･･･ 

  

 低地の 
 水田 

 水田・畦畔  ﾁｭｳｻｷﾞ、ｱﾏｶﾞｴﾙ、ﾔﾏｶｶﾞｼ･･･  ｲﾈ、ｾﾘ･･･ 

 ため池・土 
 手 

 ﾔﾏｶｶﾞｼ、ﾊﾞﾝ･･･  ﾖｼ、ﾒﾋｼﾊﾞ、ｴﾉｺﾛｸﾞｻ･･･ 

  

   

 
*9「生息・生育基盤の状況」 

生息・生育基盤とは、地域を特徴づける生態系において、複数の動植物又は特定の

生物群集が生息・生育するための基盤となる自然環境のことであり、広葉樹林、高茎

の草地、休耕田、ため池、湿地などが該当する。生息・生育基盤の種類及び状況は、

類型区分ごとに一覧表等に整理する（表－13.1.9参照）。これらは、文献資料、必要

に応じて聞き取り調査及び現地概査によって把握する。したがって、これらの生息・

生育基盤については、「13.1.5 調査の手法」において得られる調査結果を踏まえて、

適宜見直す必要がある。 

 *10「環境の保全を目的として法令等により指定された地域その他の対象及び当該対象

に係る規制の内容その他の状況」 

「環境の保全を目的とする法令等により指定された地域その他の対象及び当該対象

に係る規制の内容その他の状況」は、主として「動物」及び「植物」の評価対象の抽

出に当たり、重要な種及び注目すべき生息地、重要な種・群落の判断基準として使用

する。 
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13.1.3 項目の選定 

１）参考項目 

  参考項目は、以下のとおりとする。 

  (1) 道路（地表式又は掘割式、嵩上式）の存在に係る動物 

  (2) 道路（地表式又は掘割式、嵩上式）の存在に係る植物 

  (3) 道路（地表式又は掘割式、嵩上式）の存在に係る生態系 

 ２）参考項目を選定する場合 

     参考項目の選定は、以下の場合に行う。なお、当該事業において「配慮書段階の検

討」を行い、本項目を計画段階配慮事項＊1に選定した場合は、「配慮書段階の検討」

における結果を踏まえる＊2。  

  (1) 道路（地表式又は掘割式、嵩上式）の存在に係る動物については、対象道路事業

実施区域及びその周辺*3に重要な種の生息地及び注目すべき生息地が存在する可能

性がある場合 

  (2) 道路（地表式又は掘割式、嵩上式）の存在に係る植物については、対象道路事業

実施区域及びその周辺*4に重要な種・群落の生育地が存在する可能性がある場合 

  (3) 道路（地表式又は掘割式、嵩上式）の存在に係る生態系については、対象道路事

業実施区域及びその周辺*5に動植物の生息・生育地が存在する可能性がある場合 

 ３）参考項目以外の項目を選定する場合 

   参考項目以外の項目の選定例を以下に示す。 

   道路（地下式）において、道路の存在による地下水の変化が予想され*6、地下水に

依存する特殊な環境*7である「重要な種の生息環境及び注目すべき生息地の環境」、

「重要な種・群落の生育環境」又は「動植物の生息・生育環境」に著しい影響が及ぶ

おそれがある場合 

 

【解 説】 

  「配慮書段階の検討」において、本項目を計画段階配慮事項に選定した場合は、その

結果を踏まえて選定する。 

 

 *1「計画段階配慮事項」 

   「配慮書段階の検討」では、項目を「計画段階配慮事項」と呼ぶ。 

 *2「『配慮書段階の検討』における結果を踏まえる」 

「配慮書段階の検討」において、概略ルート・構造の検討では回避又は十分に低減

されないおそれがある環境影響とされ、ＥＩＡ（方法書以降の手続に係る環境影響評

価）で詳細に検討すべきとされた場合、その結果を踏まえて項目を選定する。 

  *3「その周辺」 

「その周辺」とは、対象道路事業が動物に及ぼす影響の範囲のことである。特に、

道路による動物の生息地の分断の影響が及ぶ範囲は、動物種により移動能力や行動圏

等が大きく異なるため、一律に定めることはできない。したがって、「動物」では、

「重要な種及び注目すべき生息地の状況」（「13.1.2 地域特性の把握」で把握）か

ら影響範囲を判断し、事業ごとに「その周辺」の範囲を定める。 
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 *4「その周辺」 

「その周辺」とは、対象道路事業が「植物」に及ぼす影響の範囲のことである。  

道路建設に伴い樹林が伐採されると、道路の端部から概ね30～50m程度まで植生の変化

等の影響が認められる３）４）。したがって、「植物」では、余裕を見て対象道路事業実

施区域の端部から100m程度を目安に、その周辺の範囲を定める。 

 *5「その周辺」 

「その周辺」とは、対象道路事業が「生態系」に及ぼす影響の範囲のことである。

道路の周辺における植物の影響範囲はある程度明らかになっている（「13.1.3 項目

の選定」*2参照）が、道路による動物の生息地の分断の影響が及ぶ範囲は、動物種に

より移動能力や行動圏等が大きく異なるため、一律に定めることはできない。したが

って、「生態系」では、「生態系の状況」（「13.1.2 地域特性の把握」で把握）か

ら影響範囲を判断し、事業ごとに「その周辺」の範囲を定める。 

 *6「地下水の変化が予想され」 

対象道路事業によって帯水層が掘削される場合に、地下水位の低下又は遮断等地下

水の状況が変化する可能性がある。 

*7「地下水に依存する特殊な環境」 

地下水に依存する沼沢地、湿地、湧水等の環境を示す。 
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13.1.4 調査及び予測の手法の選定 

   調査及び予測の手法の選定は、参考手法を勘案しつつ、「配慮書段階の検討」の結果、

事業特性、地域特性、方法書手続きを通じて得られる情報等を踏まえ、選定する。なお、

必要に応じ学識経験者等の意見を参考にする。 

１）参考手法 

 (1) 道路（地表式又は掘割式、嵩上式）の存在に係る「動物」の調査及び予測の手法

は、13.1.5(1)及び13.1.6(1)の参考手法を選定する。この際、特に、評価対象と

する重要な種及び注目すべき生息地*1について重要な種及び当該生息地が注目さ

れる理由となる動物の種*2（以下、重要な種等という）の生態を踏まえ*3、調査及

び予測を実施する上で適切かつ効果的な手法を選定する。 

 (2) 道路（地表式又は掘割式、嵩上式）の存在に係る「植物」の調査及び予測の手法

は、13.1.5(2)及び13.1.6(2)の参考手法を選定する。この際、特に、評価対象と

する重要な種・群落*4の生態を踏まえ*5、調査及び予測を実施する上で適切かつ効

果的な手法を選定する。 

 (3) 道路（地表式又は掘割式、嵩上式）の存在に係る生態系の調査及び予測の手法は、

13.1.5(3)及び13.1.6(3)の参考手法を選定する。この際、特に、評価対象とする地

域を特徴づける生態系*6の特性に応じて上位性、典型性及び特殊性の視点から注目

される動植物の種又は生物群集（以下、「注目種・群集」という）*7の生態を踏ま

え*8、調査及び予測を実施する上で適切かつ効果的な手法を選定する。 

２）参考手法より詳細な手法を選定する場合 

以下の例のように、大気環境、水環境の変化、その他の生息・生育環境の質的変化

に伴い著しい影響が懸念される場合は、参考手法より詳細な調査手法及び予測手法を

選定する。 

(1) 道路照明の設置が、夜間の照度の変化に伴う影響を受けやすい*9重要な種等に対

して著しい影響を及ぼすおそれがある場合（動物）  

  (2) 道路（地表式又は掘割式、嵩上式）の存在が、土壌水分や日照等の変化に伴 

う影響を受けやすい重要な種・群落又は植物の注目種・群集*10に対して著しい影響

を及ぼすおそれがある場合（植物、生態系） 

  (3) 道路（掘割式、地下式*11）の存在又は消雪用揚水施設による地下水への影響が、

地下水に依存する特殊な環境に生息・生育する重要な種等、重要な種・群落又は注

目種・群集に対して著しい影響を及ぼすおそれがある場合（動物、植物、生態系） 

 

【解 説】 

 調査及び予測の手法の選定にあたっては、省令第二十三条に基づき、省令別表第一に

掲げる一般的な事業の内容と事業特性との相違を把握した上で参考手法を勘案しつつ、

「配慮書段階の検討」の結果、方法書手続きを通じて得られる情報等を踏まえて選定す

る。ただし、具体的な調査・予測手法は、特に評価対象とする重要な種等、重要な種・

群落又は注目種・群集の生態に応じて選定する必要がある。さらに、省令第二十三条第

４項に基づき参考手法より詳細な調査及び予測の手法を選定する場合の例を示した。 
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*1「評価対象とする重要な種及び注目すべき生息地」 

対象道路事業の実施に伴い、影響を受けるおそれのある重要な種及び注目すべき生

息地のこと。事業特性及び地域特性を勘案して判断する。 

 *2「重要な種及び当該生息地が注目される理由となる動物の種」 

集団繁殖地を形成するサギ類など、その生息地が注目される理由となる動物種。 

  *3「生態を踏まえ」 

「動物相の状況」の調査では、一般に知られる動物の調査手法を全国的に適用する

ことが可能である。一方、「重要な種等の状況」については、より詳細な情報の収集

を必要とするため、評価対象の生態に応じて、調査及び予測の手法を適切に設定する

必要がある。 

 *4「評価対象とする重要な種・群落」 

対象道路事業の実施に伴い、影響を受ける可能性のある重要な種・群落のこと。事

業特性と地域特性を勘案して判断する。 

  *5「生態を踏まえ」 

「植物相及び植生の状況」の調査では、一般に知られる植物の調査手法を全国的に

適用することが可能である。一方、「重要な種及び群落の状況」については、より詳

細な情報の収集を必要とするため、評価対象の生態に応じて、調査及び予測の手法を

適切に設定する必要がある。 

 *6「評価対象とする地域を特徴づける生態系」 

「評価対象とする地域を特徴づける生態系」とは、対象道路事業の実施に伴い、影

響を受ける可能性のある地域を特徴づける生態系のことである。類型区分をもとに、

事業特性を考慮し、対象道路事業の影響が想定される類型区分を抽出して設定する。 

地域を特徴づける生態系の設定例を図－13.1.4に示す。左欄Aでは、類型区分に一対

一に対応して地域を特徴づける生態系を設定している。一方、右欄Bでは、複数の類型

区分を統合（里山の生態系）したり、類型区分を構成する一つの生息・生育基盤を抽

出（ため池の生態系）することにより地域を特徴づける生態系を設定している。なお、

これらの場合において、計画道路の影響がほとんどないと考えられる類型区分（スス

キ草地が発達した河川敷）は、評価対象から除外している。 

ただし、以上はあくまで例にすぎず、個別事業における「地域を特徴づける生態系」

の設定にあたっては、その対象地域の生態系の特徴に応じて、柔軟に対応することが

必要と考えられる。 
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【A:類型区分に一対一に対応して、地域を特徴づ

  ける生態系を設定した例】  

◆自然環境の類型区分◆  

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

◆地域を特徴づける生態系◆ 

 

【B:類型区分を統合及び分割して、地域を特徴づ

  ける生態系を設定した例】  

◆自然環境の類型区分◆  

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

◆地域を特徴づける生態系◆ 

 

 自然環境の類型区分      地域を特徴づける生態系

●低地の水田           低地の水田生態系  
●台地の畑地・果樹園   台地の畑地生態系  
●山地の人工林         山地の人工林生態系  
 
－ススキ草地が発達した河川敷  

自然環境の類型区分      地域を特徴づける生態
系  
●低地の水田               ため池の生態系  
                     低地の水田生態系  
●丘陵地の二次林            里山の生態系  
●山地の人工林           山地の人工林生態系

－ススキ草地が発達した河川敷  

●：道路の影響あり、－：道路の影響ほとんどなし ●：道路の影響あり、－：道路の影響ほとんどなし

各類型区分に一対一に対応して地域を特徴づける
生態系を設定。  

①低地の水田から特殊な環境としてのため池を抽
 出し「ため池の生態系」として設定。  
②低地の水田からため池を除いた地域を対象に  
「低地の水田生態系」を設定  
③水田と丘陵の二次林が混在する地域を統合して
「里山の生態系」を設定。  
④山地の人工林を対象に「山地の人工林生態系」
 を設定。  

図－13.1.4 地域を特徴づける生態系の設定例  
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 *7「上位性、典型性及び特殊性の視点から注目される動植物の種又は生物群集（以下、

  「注目種・群集」という）」 

注目種・群集の抽出は、図－13.1.5に示す手順にしたがい地域を特徴づける生態系

毎に行う。 

注目種・群集は、「13.1.2 地域特性の把握」で整理した主な動物種及び植物種（表

－13.1.9参照）の中から、同表の各生息・生育基盤に対応させる形で、下記に示す上

位性、典型性及び特殊性の視点から選定する。この場合、対象道路事業の影響を受け

やすいと考えられるものを選定することも重要である。 

以下に上位性、典型性及び特殊性の視点から抽出される注目種・群集の例を示す。 

        ①上位性の視点 

地域を特徴づける生態系の上位に位置する性質をいう。 

上位性の視点から抽出される注目種・群集の例として、ワシ・タカなどの猛

禽類や、キツネ、クマ等の中・大型哺乳類の動物等があげられる。 

    ②典型性の視点 

地域を特徴づける生態系の特徴を典型的に表す性質をいう。対象地域に優占

する植物種又は植物群落、それらを捕食する動物（一次消費者程度）、個体数

が多い動物（哺乳類、鳥類、両生類、爬虫類、昆虫類、魚類等）などがあたる。

 典型性の視点から抽出される注目種・群集の例として、以下のようなものが

ある５）。 

・多くの動植物の生息環境となるスダジイ林、コナラ林、ススキ草原等 

・里山の森林を特徴づけるタヌキ等 

・水田や森林を特徴づけるヤマアカガエルやサンショウウオ類等 

・クヌギ・コナラを中心とした二次林のオオムラサキやギフチョウ等 

・池沼・湧水やため池などのトンボ類等 

    ③特殊性の視点 

地域を特徴づける生態系において特殊な環境であることを示す指標となる

性質をいう。相対的に分布範囲が狭い環境又は質的に特殊な環境に生息・生育

する動植物種などがあたる。 

特殊性の視点から抽出される注目種・群集の例として以下のようなものがあ

る５）。 

・湿地植生のサギソウ、モウセンゴケ、ミズゴケ類等 

・渓流沿いの空中湿度の高い着生植物の多い斜面林等 

・水生植物が繁茂した動植物の豊かな池沼・ため池に見られる植物のヒツジ 

グサ、ジュンサイ、水生昆虫等 

・小規模な湧水に見られるホトケドジョウ等 

選定された注目種・群集に関しては、それらの生態と相互の食物連鎖上の関係及び

共生の関係を整理する。 

なお、文献の情報により抽出される注目種・群集は、現況の生息・生育状況に合わ

ない場合がある。このため、注目種・群集は、現地調査結果を踏まえて適宜見直す必

要がある（「13.1.5(3) 調査の手法「生態系」*20」参照）。 
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文献調査による情報の収集（動植物相、地形、水系、植生等の概況） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－13.1.5 生息・生育基盤及び注目種・群集の抽出の手順  

 *8「生態を踏まえ」 

「13.1.4 調査及び予測の手法の選定」*3及び*5を参照のこと。 

 *9「夜間の照度の変化に伴う影響を受けやすい」 

ホタル類やウミガメ類等の一部の動物種は、「道路照明の設置」に伴う夜間の照度

の変化により、繁殖阻害等の影響を受けるおそれがある。 

生態系の概況の把握 

 

 

 

 

 

注目種・群集の抽出とそれらの生態等の整理 

 

 

 

 

 

 

 
注目種・群集の生態および相互関係の整理 

類型区分ごとに、生息・生育基盤及び 

主な動植物種を整理 

各生息・生育基盤に対して、上位性、典型性、特殊性 

の視点から注目種・群集を抽出 

評価対象とする地域を特徴づける生態系の抽出 

地域を特徴づける生態系の生息・生育基盤における 
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 *10「土壌水分や日照等の変化に伴う影響を受けやすい重要な種・群落又は植物の注目種

  ・群集」 

湿生植物やシダ植物等の一部の植物種又は群落は、道路の存在に伴う土壌水分や日

照等の変化により生育に影響を受けるおそれがある。 

 *11「地下式」 

「道路（地下式）の存在」は、参考項目以外の項目の影響要因であるが、「道路（掘

割式）の存在」と同様の地下水への影響が考えられることから、適用する調査及び予

測の手法は、参考項目である「道路（掘割式）の存在」の調査及び予測の参考手法よ

り詳細な手法と同じものとした。 
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13.1.5 調査の手法 

「動物」、「植物」、「生態系」における調査は、環境影響の予測及び環境保全措置の

検討に必要な情報を把握するため、次の二つの観点から実施する。一つは、地域特性の把

握において、文献から把握された動物相及び植物相の状況について、現地の状況を把握し、

情報の補完・修正を図ることにある。もう一つは、重要な種等、重要な種・群落及び地域

を特徴づける生態系の注目種・群集の生息・生育の状況などを詳細に把握することである。 

「動物」、「植物」、「生態系」の調査は別々に行われるものではなく、それぞれの調

査結果を相互に引用又は関連づけながら、整理及び解析を行うことが望ましい。 

例えば、動植物相及び植物群落の状況は、「動物」、「植物」、「生態系」に係る共通

の情報として収集できる。これらの情報に基づき、「動物」及び「植物」では、重要な種

等又は重要な種・群落を抽出し、それらの分布、生息・生育の状況、生息・生育環境の状

況について整理・解析を行う。一方、これらの情報に基づき「生態系」では、上位性・典

型性・特殊性の視点からの注目種・群集の抽出・見直しを行い、注目種・群集の生態、他

の動植物との関係、生息・生育環境の状況について整理・解析を行うことになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 - 13-1-35 -

13.1.5(1) 調査の手法「動物」 

13.1.5(1)－1 参考調査手法 

１）調査すべき情報 

(1) 動物相の状況 

脊椎動物及び昆虫類並びに水生の貝類及び十脚甲殻類の種名及びその分布状況。た

だし、その他の動物＊１についても、重要な種が生息する可能性がある場合は、必要

に応じて調査する。 

(2) 重要な種等の状況 

a.重要な種等の生態 

重要な種等の生活史、食性、繁殖習性、行動習性、生息地の特徴等。 

b.重要な種等の分布 

重要な種等の確認位置。 

    c.重要な種等の生息の状況 

重要な種等の繁殖・営巣、移動、休息、採餌等の行動内容。 

d.重要な種等の生息環境の状況 

重要な種等の生息に係る微地形、水系及び植物群落等の状況。 

２）調査の基本的な手法 

調査すべき情報の内容に応じて、文献調査＊２又は現地調査を行う。ただし、現地調

査に際してはできる限り環境への影響が少ない調査方法＊３を選定する。 

(1) 動物相の状況 

現地踏査において、個体や痕跡等の目視や鳴き声の聞き取り、必要に応じ個体の採

取による方法＊４とする。 

(2) 重要な種等の状況 

a.重要な種等の生態 

図鑑、研究論文、その他の資料を収集することによる。 

b.重要な種等の分布及び生息の状況 

現地踏査において、個体や痕跡等の目視や鳴き声の聞き取り、必要に応じ個体の

採取による方法＊５とする。 

c.重要な種等の生息環境の状況 

現地踏査において微地形、水系、植物群落等の種類及び分布を目視確認すること

による。なお、植物群落の状況に関しては、「植物」の調査結果を利用することが

できる。 

３）調査地域 

調査地域は、対象道路事業実施区域及びその周辺とする。そのうち、現地踏査を行う

範囲は、対象道路事業実施区域及びその端部から 250ｍ程度＊６を目安とする。ただし、

行動圏の広い重要な種等に関しては、必要に応じ適宜拡大する＊７。 

４）調査地点 

(1) 動物相の状況 

調査地域に生息する動物を確認しやすい場所＊８に調査地点又は経路を設定する。 
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(2) 重要な種等の状況 

重要な種等の生態等を踏まえ＊９、調査地域においてそれらが生息する可能性の高

い場所に調査地点又は経路を設定する。 

５）調査期間等 

(1) 調査期間 

１年間実施することを基本とする＊10。 

(2) 調査時期 

a.動物相の状況 

春夏秋冬の４季実施することを基本とし、そこに生息する動物を確認しやすい時

期＊11 を設定する。 

   b.重要な種等の状況 

     重要な種等の生態を踏まえ、その生息の状況を確認しやすい時期に設定する。 

(3) 調査の時間帯 

動物及び重要な種等を確認しやすい時間帯＊12 とする。 

６）調査結果の整理・解析方法 

 (1) 動物相の状況 

動物相の種名を一覧表に整理する＊13。また、その結果を踏まえ、必要に応じ「13.1.2 

地域特性の把握」において抽出した重要な種の見直しを行う。 

(2) 重要な種等の生息の状況 

重要な種等の確認状況を図表等に整理＊14 する。また、重要な種等の確認位置を基

本とし、その生態、生息の状況及び生息環境の状況から、重要な種の生息地及び注目

すべき生息地の分布範囲を推定＊15 し、それを図示する。 

なお、可能であれば、それらが繁殖地、営巣地、移動経路、休息地、採餌地等とし

て利用している場所を明らかにする。 

(3) 調査結果の公表 

重要な種の生息地の分布範囲の公表にあたっては、これらの動物を保護する観点か

ら、必要に応じてその場所が特定できないように配慮＊16 する。 

13.1.5(1)－2 参考手法より詳細な調査の手法 

１）夜間の照度に係る調査 

道路照明の設置が、夜間の照度の変化による影響を受けやすい重要な種等に対して著

しい影響を及ぼすおそれがある場合は、夜間の照度について調査＊17 する。 

２）地下水に係る調査 

道路（掘割式、地下式）の存在又は消雪用揚水施設による地下水への影響が、地下水

に依存する特殊な環境に生息する重要な種等に対して著しい影響を及ぼすおそれがあ

る場合は、地下水について調査＊18 する。 

13.1.5(1)－3 調査手法例 

希少猛禽類（オオタカ、サシバ）の調査手法例を事例集(別冊：国総研資料第 721 号)Ⅱ．

希少猛禽類の対策に示す。  
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別表第二 参考手法（調査の手法） 

動物：道路（地表式又は掘割式、嵩上式）の存在 

一 調査すべき情報 

 イ） 脊椎動物、昆虫類その他主な動物に係る動物相の状況 

 ロ） 動物の重要な種の分布、生息の状況及び生息環境の状況 

 ハ） 注目すべき生息地の分布並びに当該生息地が注目される理由である動物の種の生

息の状況及び生息環境の状況 

二 調査の基本的な手法 

 文献その他の資料及び現地調査による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析 

三 調査地域 

  対象道路事業実施区域及びその周辺の区域 

四 調査地点 

動物の生息の特性を踏まえて調査地域における重要な種及び注目すべき生息地に係

る環境影響を予測し、及び評価するために必要な情報を適切かつ効果的に把握できる地

点又は経路 

五 調査期間等 

動物の生息の特性を踏まえて調査地域における重要な種及び注目すべき生息地に係

る環境影響を予測し、及び評価するために必要な情報を適切かつ効果的に把握できる期

間、時期及び時間帯 

 

【解 説】  
  「13.1.5(1)－1 参考調査手法」では省令別表第二（第二十三条関係）規定する参考

調査手法を具体的に示した。これらの調査手法は、予測・評価に対して、合理的に十分

対応できる手法である。 

 

 *1「その他の動物」 

クモ類、ヤスデ類、陸産貝類等をいう。なお、必要に応じて調査の必要性に関して、

学識経験者等の意見を踏まえて検討する。 

 *2「文献調査」 

「13.1.2 地域特性の把握」で収集した情報（「配慮書段階の検討」で収集した情

報を含む）を活用できる。 

 *3「環境への影響が少ない調査方法」 

昆虫等採取し室内等で同定作業を行う場合は、必要最小限の個体を採取する。また、

調査の実施に際しては、既存の生息地を攪乱することのないように留意する。 

 *4「個体や痕跡等の目視や鳴き声の聞き取り、必要に応じ個体の採取による方法」 

動物に関する現地踏査による調査方法の例を、表－13.1.10に示す。なお、ここでい

う「必要に応じ」とは、目視や鳴き声の聞き取りによる情報だけでは種名の同定が困

難であり、個体を持ち帰って精査する必要がある場合をいう。 
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表－13.1.10 調査方法の例 
 
  調査方法  

 哺  
 乳  
 類  

①フィールドサイン法  
  調査地域内を踏査して、糞、足跡、食痕、爪痕、営巣の跡等を目視で確認し、種を記録する方法。  

②トラップによる捕獲  
  調査地域内にはじきワナ等のトラップを設置し、主にネズミ、モグラ等の小型哺乳類を捕 獲して、生息する
個体を確認し種を把握する方法。ただし、はじきワナ等の使用は動物を殺傷することになるため、重要な種を
対象として調査を実施する場合は十分な注意が必要である。  

 鳥  
 類  

①直接観察  
  調査地域内を踏査して、目視又は鳴き声等で確認された種をすべて記録する方法。 

②ラインセンサス法  
  調査地域内に踏査ルートを設定し、一定速度で歩きながら、一定範囲内において確認された鳥類の種類及
び個体数を記録する方法。  

③定点観察法  
  調査地域内に観察地点を定め、そこから確認される鳥類の種類及び個体数等を記録する方法。湖沼、干潟、
山頂等の見通しがよい場所での調査に適する。  

 両  
 生  
 類  

直接観察  
  調査地域内を踏査して、目視又は鳴き声等で確認された種をすべて記録する方法。 

 爬  
 虫  
 類  

直接観察  
  調査地域内を踏査して、目視等で確認された種をすべて記録する方法。  

 魚  
 類  

①直接観察及び採取  
  調査地域内の水域を踏査して、目視で確認された種をすべて記録する方法。なお、目視だけで種名の確認
が困難な場合は、タモ網や投網等で採取する。  

②トラップ等による採取  
  調査地域内の水域に餌を入れたセルびんなどの容器を沈め、誘引された魚類を採取し種を記録する方法。主
に湖沼のような水の流れが少なく、水深が深い水域で、直接観察の補足調査として行う。  

 昆  
 虫  
 類  

①直接観察及び採取  
  調査地域内を踏査して、目視又は鳴き声で確認された種をすべて記録する方法。昆虫では目視だけで種名
を確認できる場合が少ないので、捕虫網等で採取し、種を確認する。 

②ライトトラップ法  
  調査地域内に夜間照明を点灯させる地点を設置して、これに集まる種を記録する方法。ガ類、コウチュウ
類等正の走光性昆虫の調査に適する。  

③ベイトトラップ法  
  調査地域内の複数地点において、餌を入れたコップ等の容器を地中に埋め、誘引された種を記録する方
法。コウチュウ類、アリ類等地表徘徊性昆虫の調査に適する。  

 底  
 生  
 動  
 物  
 ※  

①直接観察及び採取  
  調査地域内の水域において、個体の目視又は採取によって確認された種を全て記録する方法。通常はサー
バーネット等で採取する。  

②コドラート法  
  調査地域内の水域に方形枠を設定し、枠内の泥等をすべて採取して、方形枠内に生息する種を記録する方
法。  

※：水生の貝類及び十脚甲殻類、水生昆虫類  
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*5「個体や痕跡等の目視や鳴き声の聞き取り、必要に応じ個体の採取による方法」 

表－13.1.10で掲げた調査手法を基本的に用いる。ただし、重要な種等の生息の状況

や生息環境の状況は予測を行う上で極めて重要な情報であるため、重要な種の生態に

応じて適宜選定する。 

また、重要な種等に関しては、種の同定等が困難なものがあり、調査の精度を保つ

ために確認の記録を残すことが望ましい。調査により採取された個体のうち、重要な

種については可能な限り標本にして保管することが望ましい。 

 *6「250m程度」 

道路の影響が及ぶ対象道路事業実施区域及びその周辺は、現地調査により、動物種

の分布、重要な種等の生息状況等について正確な情報を得る必要がある。ここでは、

現地踏査を行う範囲の目安を、従来の環境影響評価における踏査を行う範囲の設定事

例を参考に250m程度とした。 

なお、対象道路事業実施区域の端部から外側250m程度以内において重要な種等の生

息環境が存在しないことが明らかな場合は、現地踏査を行う範囲を適宜縮小すること

ができる。 

 *7「必要に応じ適宜拡大する」 

文献調査や現地調査により行動圏の広い重要な種等の生息が確認され、特に道路に

よる移動経路の分断の影響を予測する必要がある場合は、現地踏査を行う範囲を当該

種の生態に応じて適宜拡大する。この場合は、分水嶺等地形の状況や同一な植生の連

続性などを参考に適切に設定する。 

 *8「確認しやすい場所」 

動物が採餌、移動、休息等によく利用するなど、動物の個体や痕跡に遭遇する可能

性が高い場所のことであり、動物の生態を参考に設定する。表－13.1.11には、調査地

点及び経路を設定する際に参考となる動物の生態的特性の例を示す。 
 

表－13.1.11 調査地点及び経路の設定にあたり考慮すべき動物の生態的な特性の例示 
 
  調査項目   動物の生態的な特性（調査地点及び経路の設定に係るもの）  

 哺乳類   中型哺乳類の一部（タヌキ、キツネ等）や、シカ、イノシシ、カモシカ等大型哺乳
 類のほとんどは、特定の移動経路やねぐら、水場等をもつため、これらの移動経路
 や水場となりやすい箇所を調査地点及び経路として設定する。  

 鳥類   猛禽類では特定の営巣環境や餌場環境をもつ種が多く（例えばオオタカはアカマツ
 林等に営巣し、小型鳥類を餌とする）、その他の鳥類も、営巣場所や餌の種類に特
 徴をもつ種がいる（例えばサンコウチョウはスギ・ヒノキ林に営巣することが多  
 く、クマゲラは樹木性のアリ類を主な餌とする）ため、これらの営巣環境や餌場環
 境となりやすい箇所を調査地点及び経路として設定する。  

 両生類   すべての両生類は、水域又はその周辺を繁殖・産卵環境とするため、水域周辺を調
 査地点及び経路として設定する。  

 爬虫類   カメ類は水域周辺に生息する種が多い。ヘビ類はカエルやネズミ等の小動物を餌と
 し、春・秋の気温が低い時期には日光浴のために農地等の日当たりのよい暖かい場
 所に出てくることが多いため、これらの生態を参考として調査地点及び経路を設定
 する。  

 魚類   河川に生息する種では、瀬、淵、流速等により生息する種が異なる。例えば、ホト
 ケドジョウは湧水が流入する細流の砂礫中に生息し、オヤニラミは中流域の緩流部
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   に生息するため、これらの生息環境となりやすい箇所を調査地点及び経路として設
 定する。  

   

 昆虫類   食餌植物の有無や草地､林縁等植物環境との結びつきが強い。例えば、オオムラサキ
 はエノキ及びエゾエノキを食餌植物とし、ヒヌマイトトンボは汽水域のヨシ原のみ
 に生息するため、これらの生息環境となりやすい箇所を調査地点及び経路として設
 定する。  

 底生動物  
 ※  

 水中に生息するほとんどの種は、底質（礫、砂、泥等）や水質との結びつきが強い
 ため、これを参考として生息環境となりやすい箇所を調査地点及び経路として設定
 する。  

※底生動物：水生の貝類及び十脚甲殻類、水生昆虫類  
 

 *9「重要な種等の生態等を踏まえ」 

予測の実施に当たり、重要な種等の生息の状況は可能な限り詳細に把握する必要が

ある。したがって、重要な種等に係る調査地点又は経路の設定に際しては、表－13.1.

11に示すように、それぞれの重要な種等がどのような場所に生息するか、十分に検討

する必要がある。 

 *10「１年間実施することを基本とする」 

予測に必要な情報を得るために必要な調査期間としての目安が最低１年間と考えら

れる。なお、猛禽類が生息又は生息する可能性があり、その繁殖の状況を明らかにす

る必要がある場合など、必要に応じて２営巣期が含まれるように調査時期を設定する

ことも考えられる。 

 *11「確認しやすい時期」 

動物が活発に行動する季節など、動物の個体や痕跡に遭遇する可能性が高い時期の

ことであり、動物の生態を参考に設定する。表－13.1.12には、調査期間等を設定する

際に参考となる動物の生態的特性の例を示す。 
 

  表－13.1.12 調査期間等の設定にあたり考慮すべき動物の生態的な特性の例示 
 
  調査項目   動物の生態的な特性（調査期間等の設定に係るもの）  

 哺乳類   ヒグマなど、冬眠の時期とそれ以外の時期で生息地を大きく移動する場合がある。
 また、降雪のある地域では、例えばシカなど積雪の有無に応じて移動する場合があ
 る。  

 鳥類   夏鳥、冬鳥等、渡りの習性のある種は、その時期しか見ることができない。また、
 多くの鳥類は、早春から初夏が繁殖期にあたるため、この時期を中心に調査期間を
 設定する。  

 両生類   活動が不活発な時期は避けて調査を実施する。なお、カエル類やサンショウウオ類
 の多くは早春から初夏に繁殖・産卵するため、この時期を中心に調査期間を設定す
 るとよい。  

 爬虫類   ほとんどの種は冬眠するため、この時期を避けて調査期間を設定する。  

 魚類   全体的に四季を通して活動するが、サケ等の回遊魚の場合は出現する時期が限られ
 るため、出現時期を中心に調査期間を設定する。  

 昆虫類   種によって出現時期はさまざまであるが、一般には春期から秋期が適期である。な
 お、ごく一部であるが、冬期のみ出現する種（フユシャク類（ガの一群）等）、冬
 期に見つけやすい種（オオムラサキの幼虫等）もいるため、これらを考慮して調査
 期間を設定する。  

 底生動物   一生を通して水生の種と、一部の期間が水生の種とがいる。一般には、早春～春期
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  ※   によく成長しており見つけやすい。

※底生動物：水生の貝類及び十脚甲殻類、水生昆虫類  
 

 *12「確認しやすい時間帯」                                                    

動物が活発に行動する時間など、動物の個体や痕跡に遭遇する可能性が高い時間帯

のことであり、昼間を中心に、動物の生態によって確認しやすい時間帯を判断する。 

哺乳類、両生類、昆虫類等は夜間に活動する種が多く、鳥類では早朝が主な活動時

間となる種が多い。 

 *13「一覧表に整理する」 

調査において確認された種名を一覧表に整理する。一覧表の作成に際しては、確認

時期ごとに出現種を整理することが望ましい。 

 *14「図表等に整理する」 

調査で確認された重要な種等の種名を、一覧表に整理する。また、確認位置につい

ては図示する。なお、可能な限り写真等の記録や標本などを残しておくことが望まし

い。 

 *15「重要な種等の確認位置を基本とし、その生態、生息の状況及び生息環境の状況から、

重要な種の生息地及び注目すべき生息地の分布範囲を推定」 

予測では、重要な種の生息地及び注目すべき生息地の分布範囲を明らかにすること

が重要である。しかし、調査により収集される情報は、重要な種等の確認位置など生

息に係る断片的な情報であることが多い。したがって、その分布範囲を推定する必要

がある。 

現在、重要な種の生息地の分布範囲の推定に関しては、猛禽類を対象にした手法な

ど一部の科学的知見（環境庁：猛禽類保護の進め方）はあるものの、他の動物につい

ては未解明であるものが多い。したがって、各調査ごとに、最新の研究成果や既存の

事例を参考に、生息地の分布範囲を、可能な範囲で推定することになる。 

以下に、重要な種の生息地の分布範囲を推定するための考え方を示す。 

①重要な種の個体及び痕跡の位置等の確認地点を図面上にプロットするとともに、

それぞれの生息状況及び生息環境の状況を整理する。 

②確認地点周辺で重要な種の生息地になると考えられる場所を、①の生息状況及び

生息環境の状況並びに重要な種の生態（食性、生活史、行動圏等）を踏まえ、微

地形や植生等を参考に推定する。 

③また、可能であれば、①の生息状況及び生息環境の状況並びに重要な種の生態か

ら、生息地の分布範囲における営巣環境、産卵環境、移動経路となる範囲等を推

定する。これらの情報は、予測及び環境保全措置を検討する際に有益な情報とな

る場合がある。 

調査結果の図化に際しては、対象道路事業の計画の熟度を踏まえ、調査地域におけ

る重要な種の生息地及び移動経路を表現する上で適切な縮尺を用いるよう考慮する。 

例えば、予測や環境保全措置の検討を行うことを考慮すると、1/10,000～1/1,000

程度の縮尺で図化することが考えられる（図－13.1.6参照）。ただし、猛禽類の行動

圏等を整理する上では、縮尺1/50,000～1/25,000程度の図面を用いる方が有効な場合

もあるので、対象とする種の行動圏の広さに応じて適宜使い分けるとよい。 
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なお、推定にあたっては、必要に応じ学識経験者等の意見を参考とすることも考え

られる。 
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図－13.1.6 「動物」の調査結果のとりまとめ例 

 

 ① 現 地 調 査 に よ っ て 把 握

し た 重 要 な 種 等 の 確 認 地

点（ こ の 例 で は キ ツ ネ の 痕

跡 ） を 図 面 上 に 落 と す 。  

 ② 文 献 に よ っ て 把 握 し た

「 重 要 な 種 等 の 生 態 」に 関

す る 情 報 を 参 考 に し て 、重

要 な 種 等 の 生 息 地 の 分 布

範 囲 を 推 定 す る 。  

 ③ 現 地 調 査 に よ っ て 確 認

さ れ た 重 要 な 種 等 の 生 息

の 状 況 及 び 生 態 を 参 考 に 、

可 能 で あ れ ば 、重 要 な 種 等

の 繁 殖 地・営 巣 地 、移 動 経

路 、採 餌 地 等 の 範 囲 を 示 す

（ 図 は 移 動 経 路 ） 。  
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 *16「必要に応じてその場所が特定できないように配慮する」 

重要な種等の中には、確認地点等を図面化することによって、密猟等の危険が高ま

る動物が含まれる。例えば、猛禽類の営巣木などは、1/25,000程度の図面で確認位置

が示されても、密猟される危険性が残る。このような危険性が高い重要な種等につい

ては、分布範囲が明確な図面等の公開を控えるよう留意する。 

 *17「夜間の照度について調査する」 

夜間照度の変化の影響を受けやすい重要な種等の生息地において、現状のデータと

して、夜間の照度を測定するなどの方法が考えられる。 

*18「地下水について調査する」 

文献調査により、地下水の貯留及び動向に関係する帯水層、透水層及び不透水層等

の状況を把握する。 

また、文献による情報の補足として、地下水位を把握することが可能な井戸におい

て、水位やその変動を観測する方法や、塩化ビニール製のパイプ等を利用し浅層の地

下水位やその変動を観測する方法6）等が考えられる。これらの調査によっても、なお、

地下水の変動について十分な情報が得られない場合は、その影響の程度に応じて、事

後調査の対象とすることも考えられる。 

なお、地下水に係る調査は「９．地形及び地質」及び「10．地盤」にも関連する調

査であるため、そこで得られる結果を利用することができるが、独自で地下水に係る

調査を行う場合は、降雨時並びにその直後は、一時的に高い値が観測される可能性が

あるため、観測開始時期及び観測値の取り扱いについては、雨量データと比較する等、

留意が必要である。 
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13.1.5(2) 調査の手法「植物」 

13.1.5(2)－1 参考調査手法 

１）調査すべき情報 

(1) 植物相及び植生の状況 

種子植物、シダ植物の種名及び分布状況並びに植物群落名及び分布状況。ただし、

その他の植物＊１についても、重要な種・群落に相当するものが生育する可能性があ

る場合は、必要に応じて調査する。 

(2) 重要な種及び群落の状況 

a.重要な種・群落の生態 

重要な種・群落の生活史、生育地の特性等。 

b.重要な種・群落の分布 

重要な種・群落の確認位置。 

c.重要な種・群落の生育の状況 

重要な種・群落の生育状態に係る内容。 

d.重要な種・群落の生育環境の状況 

重要な種・群落の生育に係る微地形及び水系等の状況。 

２）調査の基本的な手法 

調査すべき情報の内容に応じて、文献調査＊２又は現地調査を行う。ただし、現地調査

に際してはできる限り環境への影響が少ない調査方法＊３を選定する。 

(1) 植物相及び植生の状況 

現地踏査により、個体の目視、必要に応じ個体の採取による方法＊４とする。 

(2) 重要な種及び群落の状況 

a.重要な種・群落の生態 

図鑑、研究論文、その他の資料により把握する。 

b.重要な種及び群落の分布、生育状況 

現地踏査により、個体の目視、必要に応じ個体の採取による方法＊５とする。 

d.重要な種・群落の生育環境の状況 

現地踏査により、微地形、水系等を目視確認することによる。 

３）調査地域 

調査地域は、対象道路事業実施区域及びその周辺とする。そのうち、現地踏査を行う

範囲は、対象道路事業実施区域及びその端部から 100ｍ程度＊６を目安とする。 

４）調査地点 

(1) 植物相及び植生の状況 

調査地域において、そこに生育する植物及び植生を確認しやすい場所＊７に調査地点

又は経路を設定する。 

(2) 重要な種及び群落の状況 

重要な種・群落の生態を踏まえ＊８、調査地域において、それらが生育する可能性が

高い場所に地点又は経路を設定する。 

５）調査期間等 

(1) 調査期間 
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    １年間実施することを基本とする＊９。 

(2) 調査時期 

a.植物相の状況 

春夏秋の３季実施することを基本とし、そこに生育する植物を確認しやすい時期
＊10 に設定する。 

b.植生の状況 

春～秋にかけて１～２回程度実施することを基本とし、植物群落を確認しやすい

時期に設定する。 

c.重要な種及び群落の状況 

重要な種等の生態を踏まえ、その生育の状況を確認しやすい時期に設定する。 

(3) 調査の時間帯 

昼間に実施することを基本とする。 

６）調査結果の整理・解析方法 

(1) 植物相及び植生の状況 

植物相の種名及び群落名を一覧表に整理する＊11。また、その結果を踏まえ、必要に

応じ「3.1.2 地域特性の把握」において抽出した重要な種・群落の見直しを行う。 

(2) 重要な種及び群落の生育地の状況 

重要な種・群落の確認状況を、図表等に整理する＊12。また、重要な種に関しては、

その確認位置を基本とし、その生態、生育の状況及び生育環境の状況から、重要な種

の生育地の分布範囲を示す＊13。 

(3) 調査結果の公表 

重要な種・群落の分布範囲の公表にあたっては、これらの植物を保護する観点から、

必要に応じてその場所が特定できないように配慮する＊14。 

13.1.5(2)-2 参考手法より詳細な調査の手法 

１）土壌水分等に係る調査 

道路（地表式又は掘割式、嵩上式）の存在が土壌水分や日照の変化に伴う影響を受け

やすい重要な種・群落の生育に対して著しい影響を及ぼすおそれがある場合は、土壌水

分や受光量等について調査する＊15。 

２）地下水に係る調査 

道路（掘割式、地下式）の存在又は消雪用揚水施設による地下水への影響が、地下水

を水源とする特殊な環境に生育する重要な種・群落に著しい影響を及ぼすおそれがある

場合は、地下水について調査する＊16。 

 

別表第二 参考手法（調査の手法） 

植物：道路（地表式又は掘割式、嵩上式）の存在 

一 調査すべき情報 

 イ） 種子植物その他主な植物に係る植物相及び植生の状況 

 ロ） 植物の重要な種及び群落の分布、生育の状況及び生育環境の状況 

二 調査の基本的な手法 

 文献その他の資料及び現地調査による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析 
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三 調査地域 

  対象道路事業実施区域及びその周辺の区域 

四 調査地点 

 植物の生育及び植生の特性を踏まえて調査地域における重要な種及び群落に係る環

境影響を予測し、及び評価するために必要な情報を適切かつ効果的に把握できる地点又

は経路 

五 調査期間等 

植物の生育及び植生の特性を踏まえて調査地域における重要な種及び群落に係る環

境影響を予測し、及び評価するために必要な情報を適切かつ効果的に把握できる期間、

時期及び時間帯  

 

【解 説】 

「13.1.5(2)－1 参考調査手法」では省令別表第二（第二十三条関係）規定する参考

調査手法を具体的に示した。これらの調査手法は、予測・評価に対して、合理的に十分

対応できる手法である。 

 

 *1「その他の植物」 

蘚苔類、地衣類、藻類等をいう。なお、必要に応じて調査の必要性に関して、学識

経験者等の意見を踏まえて検討する。 

 *2「文献調査」 

「13.1.2 地域特性の把握」で収集した情報（「配慮書段階の検討」で収集した情

報を含む）を活用できる。 

 *3「環境への影響が少ない調査方法」 

 採取し室内等で同定作業を行う場合は、必要最小限の個体を採取する。また、調査

の実施に際しては、既存の生育地を攪乱することのないように留意する。 

 *4「個体の目視、必要に応じ個体の採取による方法」 

植物に関する現地踏査による調査方法の例を、表－13.1.13に示す。なお、ここでい

う「必要に応じ」とは、種名の同定が目視による方法では困難であり、個体を持ち帰

って精査する必要がある場合をいう。 
表－13.1.13 調査手法の例 

 
   調査手法  

 植  
 物  
 相  

直接観察及び採取  
  調査地域内を踏査して、確認された種をすべて記録する方法。なお、現地で種名の確認が困難な
場合等必要に応じて個体を持ち帰り、同定を行う。  

 植  
 物  
 群  
 落  

植生調査（植物社会学的調査）  
調査地域内の相観的な植物群落ごとに、一定の方形枠を１～数カ所設定して、枠内の植物

種の出現状況（被度・群度）、階層構造、優占種等を記録し、植物群落を区分する方法。調
査結果を基に現存植生図を作成する。

    
  

*5「個体の目視、必要に応じ個体の採取による方法」 

表－13.1.13で掲げた調査手法を基本的に用いる。ただし、重要な種・群落の生育の
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状況や生育環境の状況は予測を行う上で極めて重要な情報であるため、重要な種・群

落の生態に応じて適宜選定する。 

また、重要な種に関しては、種の同定等が困難なものがあり、調査の精度を保つた

めに確認の記録を残すことが望ましい。調査により採取された個体のうち、重要な種

については可能な限り標本にして保管することが望ましい。 

 *6「100ｍ程度」 

「100ｍ程度」の考え方については、「13.1.3 項目の選定」*2を参照のこと。 

なお、対象道路事業実施区域の端部から外側100m程度以内において重要な種・群落

の生育環境が存在しないことが明らかな場合は、現地踏査を行う範囲を適宜縮小する

ことができる。 

 *7「確認しやすい場所」 

植物がよく生育し、確認できる可能性が高い場所のことであり、植物の生態を参考

に判断する。表－13.1.14には、調査地点及び経路を設定する際に参考となる生態的特

性の例を示す。 
表－13.1.14 調査地点及び経路の設定にあたり考慮すべき植物の生態的な特性の例示 

 

  調査項目   植物の生態的な特性（調査地点及び経路の設定に係るもの）  

 植物相  植物は、生育に適する日照条件、土壌条件等（水生植物にあっては、水質、流速等）
が種によって異なる。例えば、アツモリソウでは肥沃な土壌に生育するが、タヌキ
モは逆に貧栄養の水環境に生育する。これら種ごとの生育環境となりやすい箇所を
中心に調査地点及び経路として設定する。  

 植物群落  植物相に同じ。  
 
 *8「重要な種・群落の生態を踏まえ」 

予測の実施に際し、重要な種・群落の生育の状況は、可能な限り詳細に把握する必

要がある。したがって、重要な種・群落に係る調査地点又は経路の設定に際しては、

表－13.1.14に示すように、それぞれの重要な種・群落がどのような場所に生育するか、

十分に留意する必要がある。 

 *9「１年間実施することを基本とする」 

予測に必要な情報を得るために必要な期間としての目安が最低１年間ということ。

なお、１年間では予測に必要な情報を十分得ることができない場合には、調査期間を

適宜延長する場合がある。 

 *10「確認しやすい時期」 

植物が十分に生育（開花・結実）し、目視等で確認しやすい時期のことであり、植

物の生態を参考に判断する。ただし、同一の種であっても地域によって開花時期が異

なる場合等があるため、注意が必要である。 

 *11「一覧表に整理する」 

調査で確認された種の種名を一覧表に整理する。一覧表の作成に際しては、確認時

期ごとに出現種を整理することが望ましい。 

植物群落は、把握された植物群落の区分及び分布にしたがって、植生図及び組成表

等を作成する。 
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 *12「図表等に整理する」 

調査で確認された重要な種等の種名を、一覧表に整理する。また、確認位置は図示

する。なお、可能な限り写真などの記録や標本を残しておくことが望ましい。 

 *13「重要な種に関しては、その確認位置を基本とし、その生態、生育の状況及び生育環

境の状況から、重要な種の生育地の分布範囲を示す」 

「植物」の予測では、重要な種・群落の生育地の分布範囲を明らかにすることが重

要である。 

以下に、植物の重要な種の生育地の分布範囲を示すための考え方を示す。 

①重要な種の確認地点から分布範囲を図面上に示す。 

②それぞれの分布範囲における重要な種の生育状況及び生育環境の状況を整理する。 

調査結果のとりまとめ例を図－13.1.7に示す。図化に際しては、対象道路事業の計

画の熟度を踏まえ、調査地域内における重要な種・群落の分布範囲を表現する上で適

切な縮尺を用いるよう考慮する。例えば、予測や環境保全措置の検討を行うことを考

慮すると、1/10,000～1/1,000程度の縮尺で図化することが考えられる。 

なお、重要な種・群落の分布範囲の整理に際しては、必要に応じて学識経験者等の

意見を参考にすることも考えられる。 

 

 

現地調査によって把握した重要な

種の確認地点（この例ではクマガイ

ソウの確認位置）を図面上に落とす  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－13.1.7  「植物」の調査結果のとりまとめ例 

 

 *14「必要に応じてその場所が特定できないように配慮する」 

重要な種の中には、確認地点等を具体的に図面化することによって、盗掘等の危険

が高まる植物が含まれる。このような危険が高い重要な種は、分布範囲が明確な図面

等の公開を控えるよう留意する。例えばラン科の植物は、1/25,000程度の図面で確認

位置が示されていても、盗掘される危険性が残る。 
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 *15「土壌水分や受光量等について調査する」 

土壌水分の変化や、日照等の変化による植物体への受光量の変化の影響を受けやす

い重要な種の生育地において、現状のデータとして土壌水分や受光量を測定するなど

の方法が考えられる。 

 *16「地下水について調査する」 

「13.1.5(1) 調査の手法「動物」」＊18を参照のこと。 
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13.1.5(3) 調査の手法「生態系」 

13.1.5(3)－1 参考調査手法 

１）調査すべき情報 

(1) 動植物その他の自然環境に係る概況 

a.動植物に係る概況＊1 

ｱ.動物相の状況 

脊椎動物、昆虫類、水生の貝類及び十脚甲殻類の種名。 

ｲ.植物相の状況 

種子植物及びシダ植物の種名並びに植物群落名。 

b.その他の自然環境に係る概況 

地域を特徴づける生態系（自然環境の類型区分）の生息・生育基盤を構成する主

要な微地形、水系、植物群落の種類及び分布。 

(2) 地域を特徴づける生態系の注目種・群集の状況＊2 

a.注目種・群集の生態 

注目種・群集の生活史、食性、繁殖習性、行動習性、生息・生育地の特徴等。 

b.注目種・群集とその他の動植物の食物連鎖上の関係及び共生の関係 

注目種・群集と食物連鎖上の関係＊3にある動植物との関係及び注目種・群集と共

生関係＊4にある動植物。 

c.注目種・群集の分布 

注目種・群集の確認位置。 

d.注目種・群集の生息・生育の状況 

注目種・群集の繁殖・営巣、移動、休息、採餌等の行動内容、生育状態に係る内容。  

e.注目種・群集の生息環境若しくは生育環境 

注目種・群集の生息・生育環境に係る微地形、水系及び植物群落の状況。 

２）調査の基本的な手法 

調査すべき情報の内容に応じて、文献調査＊5又は現地調査を行う。ただし、現地調査

に際してはできる限り環境への影響が少ない調査方法＊6を選定する。 

(1) 動植物その他の自然環境に係る概況 

a.動植物に係る概況 

現地踏査において、個体や痕跡等の目視や鳴き声の聞き取り、必要に応じて個体

の採取による方法＊7とする。なお、「動物」の動物相及び「植物」の植物相の調査

が実施されている場合は、当該調査結果を利用できる。 

b.その他の自然環境に係る概況 

現地踏査において主要な微地形、水系、植物群落等の種類及び分布を目視確認す

ることによる。なお、植物群落に関しては、「植物」の調査結果を利用できる。 
(2) 地域を特徴づける生態系の注目種・群集の状況 

a.注目種・群集の生態 

図鑑、研究論文、その他の資料を収集することによる。 

b.注目種・群集と他の動植物の食物連鎖上の関係及び共生の関係 

図鑑、研究論文、その他の資料を収集することによる。 
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c.注目種・群集の分布、生息・生育状況 

現地踏査において個体や痕跡等の目視や鳴き声の聞き取り、必要に応じて個体の

採取による方法＊8とする。なお、「動物」の動物相及び「植物」の植物相の調査結

果から当該情報が得られる場合は、それを利用できる。 

d.注目種・群集の生息環境若しくは生育環境 

現地踏査において、生息・生育基盤について、注目種・群集の生活の場となる微

地形、水系、植物群落等の状況を目視確認することを基本とする。この際、植物群

落に関しては、「植物」の調査結果を利用することができる。 

３）調査地域 

調査地域は、対象道路事業実施区域及びその周辺とする。そのうち、現地踏査を行う

範囲は、対象道路事業実施区域及びその端部から250ｍ程度＊9を目安とする。ただし、

行動圏の広い注目種・群集に関しては、必要に応じ適宜拡大する＊10。 

４）調査地点 

(1) 動植物その他の自然環境に係る概況 

調査地域に生息・生育する動植物及び生息・生育基盤の概況を確認しやすい場所＊ 

11に調査地点又は経路を設定する。 

(2) 注目種・群集の状況 

注目種・群集の生態を踏まえ＊12、調査地域においてそれらが生息・生育する可能性

が高い場所に調査地点又は経路を設定する。 

５）調査期間等 

(1) 調査期間 

１年間実施することを基本とする＊13。  

(2) 調査時期 

a.動植物その他の自然環境に係る概況 

ｱ.動物 

春夏秋冬の４季実施することを基本とし、そこに生息する動物を確認しやすい時

期＊14に設定する。 

ｲ.植物 

春夏秋の３季実施することを基本とし、そこに生育する植物を確認しやすい時期
＊15に設定する。 

b.注目種・群集の状況 

注目種・群集及びその生息・生育環境の状況を確認しやすい時期＊16を設定する。 

(3) 調査の時間帯 

動植物、注目種・群集を確認しやすい時間帯＊17とする。 

６）調査結果の整理・解析 

(1) 動植物その他の自然環境に係る概況 

各生息・生育基盤の分布＊18及びそれらに生息・生育する主な動植物を再整理する＊

19。また、その結果を踏まえ、必要に応じ「13.1.4 調査及び予測の手法の選定」で

抽出した注目種・群集の見直し＊20を行う。 
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(2) 生息・生育基盤及び注目種・群集の状況 

生息・生育基盤の状況及び注目種・群集によるそれらの利用状況＊21並びに注目種・

群集とその他の動植物の食物連鎖上の関係＊22及び共生の関係を整理する。 

13.1.5(3)－2 参考手法より詳細な調査の手法 

１）土壌水分等に係る調査 

道路（地表式又は掘割式、嵩上式）の存在が土壌水分や日照の変化に伴う影響を受け

やすい植物の注目種に対して著しい影響を及ぼす可能性がある場合は、土壌水分や受光

量等について調査する＊23。  

２）地下水に係る調査 

道路（掘割式、地下式）の存在又は消雪用揚水施設による地下水への影響が、地下水

を水源とする特殊な環境に生息・生育する注目種・群集に対して著しい影響を及ぼすお

それがある場合は、地下水について調査する＊24。  

 

別表第二 参考手法（調査の手法） 

生態系：道路（地表式又は掘割式、嵩上式）の存在 

一 調査すべき情報 

イ） 動植物その他の自然環境に係る概況 

 ロ） 複数の注目種等の生態、他の動植物との関係又は生息環境若しくは生育環境の状

況 

二 調査の基本的な手法 

 文献その他の資料及び現地調査による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析 

三 調査地域 

  対象道路事業実施区域及びその周辺の区域 

四 調査地点 

 動植物その他の自然環境の特性及び注目種等の特性を踏まえて調査地域における注

目種等に係る環境影響を予測し、及び評価するために必要な情報を適切かつ効果的に把

握できる地点又は経路 

五 調査期間等 

 動植物その他の自然環境の特性及び注目種等の特性を踏まえて調査地域における注

目種等に係る環境影響を予測し、及び評価するために必要な情報を適切かつ効果的に把

握できる期間、時期及び時間帯 

 

【解 説】 

「13.1.5(3)－1 参考調査手法」では省令別表第二（第二十三条関係）規定する参考

調査手法を具体的に示した。これらの調査手法は、予測・評価に対して、合理的に十分

対応できる手法である。 

 

 *1「動植物に係る概況」 

動植物に係る概況では、「地域特性の把握」で整理した動植物種を現地で確認する。

なお、「動物」及び「植物」の調査結果からこれらの情報が得られる場合は、適宜利
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用することができる。 

 *2「地域を特徴づける生態系の注目種・群集の状況」 

「13.1.4 調査及び予測の手法の選定」で整理した「注目種・群集」は、「動植物

その他の自然環境に係る概況」の調査結果を踏まえ見直しを行う。そして、地域を特

徴づける生態系（類型区分）を構成する生息・生育基盤ごとに見直された注目種・群

集の生息・生育に関する詳細な情報を、現地調査によって収集する。 

 *3「食物連鎖上の関係」 

生物群集内において、ＡがＢに食われ、ＢがＣに食われるなどの捕食－被食の関係

により、結果としてＡ→Ｂ→Ｃのような連鎖がうまれることである。 

 *4「共生関係」 

生物群集内において、捕食－被食の関係を持たずに、異なる種の個体が相互に密接

に結びついて一緒に生活する関係である。 

 *5「文献調査」 

「13.1.2 地域特性の把握」で収集した情報（「配慮書段階の検討」で収集した情

報を含む）を活用できる。 

 *6「環境への影響が少ない調査方法」 

植物や昆虫等を採取し室内等で同定作業を行う場合は、必要最小限の個体を採取す

る。また、調査の実施に際しては、既存の生息地又は生育地を攪乱することのないよ

うに留意する。 

 *7「個体や痕跡等の目視や鳴き声の聞き取り、必要に応じて個体の採取による方法」 

「13.1.5(1) 調査の手法「動物」」*4及び「13.1.5(2) 調査の手法「植物」」*4

を参照のこと。 

 *8「個体や痕跡等の目視や鳴き声の聞き取り、必要に応じて個体の採取による方法」 

「13.1.5(1) 調査の手法「動物」」*4及び「13.1.5(2) 調査の手法「植物」」*4

を基本的に用いる。ただし、注目種・群集の生息・生育の状況や生息・生育環境の状

況は予測を行う上で極めて重要な情報であるため、注目種・群集の生態に応じて適宜

選定する。 

 *9「250m程度」 

「動物」の現地踏査を行う範囲は、対象道路事業実施区域及びその端部から250m程

度の範囲としている。一方、「植物」の場合は100m程度の範囲である。「生態系」の

調査は動植物を対象とする。したがって、現地踏査を行う範囲は、調査すべき範囲が

広い「動物」の場合を考慮して250m程度を目安に設定する。 

 *10「必要に応じて適宜拡大する」   

行動圏の広い注目種・群集を選定し、当該種をもとに道路による生息・生育基盤の

分断を予測する必要がある場合は、現地踏査を行う範囲を当該種の生態に応じて適宜

拡大する。この場合、分水嶺等地形の状況や同一な植生の連続性などを参考に、注目

種・群集の行動圏の大きさを考慮し適切に設定する。 

 *11「確認しやすい場所」 

動植物の概況を確認しやすい場所は、「13.1.5(1) 調査の手法「動物」」*8及び「1

3.1.5(2) 調査の手法「植物」」*7を参照のこと。生息・生育基盤の概況を把握しや
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すい場所は、それを構成する植生や微地形等を平面的及び空間的に把握しやすい場所

のことである。 

 *12「注目種・群集の生態を踏まえ」 

「13.1.5(1) 調査の手法「動物」」*9及び「13.1.5(2) 調査の手法「植物」」*8

を参照のこと。ただし、注目種・群集の生息・生育の状況は、予測を行う上で極めて

重要な情報であるため、注目種・群集の生態に応じて適宜選定する。 

 *13「１年間実施することを基本とする」 

「13.1.5(1) 調査の手法「動物」」*10及び「13.1.5(2) 調査の手法「植物」」*

9を参照のこと。 

 *14「確認しやすい時期」 

「13.1.5(1) 調査の手法「動物」」*11を参照のこと。 

 *15「確認しやすい時期」 

「13.1.5(2) 調査の手法「植物」」*10を参照のこと。 

 *16「確認しやすい時期」 

「注目種・群集」が、その生息・生育基盤を利用する時期を考慮して設定する。 

 *17「確認しやすい時間帯」 

動物は「13.1.5(1) 調査の手法「動物」」*12を参照のこと。植物の現地踏査は、

昼間に行うことを基本とする。 

 *18「各生息・生育基盤の分布」 

地域特性の把握で設定した生息・生育基盤の状況を踏まえ、現地調査によって生息・

生育基盤の見直しを行う。見直しに際しては、生息・生育基盤の種類、位置又は範囲

などの分布状況、空間構造などを図面等に整理する。これらの整理に際しては、学識

経験者等の意見を参考にすることも考えられる。 

なお、図化に際しては、対象道路事業の計画の熟度を踏まえ、調査地域の生息・生

育基盤を表現する上で適切な縮尺を用いるよう考慮する。例えば、予測や環境保全措

置の検討を行うことを考慮すると、1/10,000～1/1,000程度の縮尺で図化することが考

えられる（図－13.1.8参照）。 
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図－13.1.8 生息・生育基盤の分布のとりまとめ例（詳細図の例） 
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 *19「それらに生息・生育する主な動植物を再整理する」 

「13.1.5(3) 調査の手法「生態系」」*18で整理した生息・生育基盤毎に、調査に

よって把握された動植物種から、「13.1.2 地域特性の把握」*8で整理した「主な動

物相、植物相の状況」を再整理する（表-13.1.15参照）。 

 *20「注目種・群集の見直し」 

「13.1.5(3) 調査の手法「生態系」」*19の再整理の結果を踏まえ、「13.1.4 調

査及び予測の手法の選定」*7の視点から注目種・群集の見直しを行う（表-13.1.15参

照）。なお、注目種・群集の見直しに際しては、必要に応じて学識経験者等の意見を

参考にすることも考えられる。 
表－13.1.15 生息・生育基盤における注目種・群集の抽出の例 

 

   生息・生育基盤の種類   上位性の種   典型性の種   特殊性の種  

 里  
 山  
 生  
 態  
 系  

 スギ・ヒノキ林   ｷﾂﾈ、ﾀﾇｷ、････  ｽｷﾞ、ﾋﾉｷ、ﾋｸﾞﾗｼ、ﾋ 
 ﾖﾄﾞﾘ、ﾔﾏｶﾞﾗ、ﾉｳｻ ｷﾞ、 
････ 

 

   

 コナラ林   ｷﾂﾈ、ｻｼﾊﾞ、ﾀﾇｷ、
 ････ 

 ｺﾅﾗ、ｴﾅｶﾞ、ｼｼﾞｭｳｶ 
 ﾗ、ｵｵﾑﾗｻｷ、ｶﾌﾞﾄﾑ 
 ｼ、････ 

 

   

 水田・畦畔   ｻｼﾊﾞ、ﾁｭｳｻｷﾞ････  ｱﾏｶﾞｴﾙ､ﾔﾏｶｶﾞｼ、ﾊﾗ 
 ﾋﾞﾛﾄﾝﾎﾞ、ﾀﾆｼ、････ 

 

   

 ため池・土手   ｻｼﾊﾞ、ﾀﾇｷ、････   ﾖｼ、ｶﾔﾈｽﾞﾐ､ｼｵｶ
 ﾗﾄﾝﾎﾞ、ﾊｯﾁｮｳﾄﾝ
 ﾎﾞ、ｵﾝﾌﾞﾊﾞｯﾀ､ｲ
 ﾁﾓﾝｼﾞｾｾﾘ、････

   
    
    

 
※下線を付した動植物種は注目種・群集として抽出されたもの  

 *21「注目種・群集によるそれらの利用状況」 

生息・生育基盤の分布状況を踏まえ、注目種・群集の出現状況や利用状況から、そ

れぞれの生息・生育基盤の役割を整理する。整理に際しては、各生息・生育基盤を形

成する微地形や植生等の断面図を作成し、生息・生育基盤における注目種・群集の生

息・生育状況を表現する（図－13.1.9参照）。 

また、複数の生息・生育基盤を利用する行動圏の広い注目種については、平面図を

用いて各生息・生育基盤の位置・役割や移動経路等を整理しておくとよい。キツネを

対象としたとりまとめ例を図-13.1.10に示す。 
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図－13.1.9 生息・生育基盤における注目種・群集の生息・生育状況のとりまとめ例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－13.1.10 行動圏の広い上位性の注目種（キツネ）の調査結果のとりまとめ例 

 

 *22「注目種・群集とその他の動植物の食物連鎖上の関係」 

注目種・群集及びそれと食物連鎖上の関係のある他の動植物を整理する。整理に際

しては、模式図による表現が有効である（図－13.1.11参照）。 
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図－13.1.11 食物連鎖図のとりまとめイメージ 

 

 *23「土壌水分や受光量等について調査する」  

「13.1.5(2) 調査の手法「植物」」*15を参照のこと。 

*24「地下水について調査する」 

「13.1.5(1) 調査の手法「動物」」*18を参照のこと。 
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13.1.6 予測の手法 

道路の存在に係る「動物」、「植物」、「生態系」において、対象とする影響はそれ

ぞれの要素により異なる。予測すべき影響の種類は、表－13.1.16に示すとおりである。 

「動物」及び「植物」においては、重要な種等及び重要な種・群落に対する影響を予

測する。一方、「生態系」では、注目種・群集への影響が、地域を特徴づける生態系に

対して、どの程度波及するかを予測することになる。 

 
表－13.1.16 予測の対象とする動物・植物・生態系に及ぼす影響の例 

 

  環境要素   影響の概要   

  動 物  
 (重要な種  
 及び注目す  
 べき生息  
 地) 

  ○重要な種の生息地及び注目すべき生息地の消失・縮小  
  ○重要な種等の移動経路の分断  
  △夜間照度の変化に伴う重要な種の生息環境及び注目すべき  
   生息地の生息環境の質的変化（鳥類、爬虫類及び昆虫類の  
   一部が該当する）  
  △地下水の変化に伴う重要な種の生息環境及び注目すべき生  
   息地の生息環境の質的変化（両生類、爬虫類、魚類、底生  
   動物の一部が該当する）  

  植 物  
 (重要な種  
 ・重要な群  
 落) 

  ○重要な種・群落の生育地の消失・縮小  
  △土壌水分や受光量等の変化に伴う重要な種・群落の生育環  
   境の質的変化  
  △地下水の変化に伴う重要な種・群落の生育環境の質的変化  
  （水生及び湿生の種及び群落が該当する）  

  生態系  
 (地域を特  
 徴づける生  
 態系) 

 

 ○注目種・群集の生息・生育基盤の消失・縮小  
○注目種・群集の移動経路の分断  
△土壌水分や受光量等の変化に伴う注目種・群集の生息・生  
 育環境の質的変化  
△地下水の変化に伴う注目種・群集の生息・生育環境の質的  
 変化（湿地など特殊な環境が該当する）  

 

 

 ○注目種・群集への影響を踏まえた、地域を特徴づける生態  
 系への影響  

 

 
 
     ○：調査、予測の参考手法により対応 △：調査、予測の参考手法より詳細な手法により対応  
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13.1.6(1) 予測の手法「動物」 

13.1.6(1)－1 参考予測手法 

１）予測の基本的な手法 

道路構造と重要な種の生息地及び注目すべき生息地の分布範囲＊１から、生息地が消

失・縮小する区間＊２及び重要な種等の移動経路が分断される区間＊３並びにその程度＊４

を把握する。次に、それらが重要な種等の生息に及ぼす影響の程度＊５を、科学的知見や

類似事例を参考に予測する。 

 ２）予測地域 

   予測地域は、調査地域と同じとする。 

 ３）予測対象時期等 

予測対象時期等は、事業特性及び重要な種等の生態を踏まえ、影響が最大になるおそ

れのある時期等とする。 

 ４）予測の不確実性 

  新規の手法を用いる場合、その他の環境影響の予測に関する知見が十分に蓄積されて

いない場合＊６において、予測の不確実性の程度＊７及び不確実性に係る環境影響の程度

を勘案して、必要と認めるときは当該不確実性の内容を明らかにする。 

13.1.6(1)－2 参考手法より詳細な予測の手法 

 １)夜間の照度の変化に伴う影響 

道路照明の設置が、夜間の照度の変化に伴う影響を受けやすい重要な種等に対して著

しい影響を及ぼすおそれがある場合は、その影響の程度を科学的知見や類似事例を参考

に予測する＊８。 

 ２）地下水の変化に伴う影響 

道路（掘割式、地下式）の存在又は消雪用揚水施設による地下水への影響が、地下水

に依存する特殊な環境に生息する重要な種等に対して著しい影響を及ぼすおそれがあ

る場合は、その影響の程度を科学的知見や類似事例を参考に予測する＊９。 

13.1.6(1)－3 予測手法例 

   希少猛禽類（オオタカ、サシバ）の予測手法例を事例集(別冊：国総研資料第 721 号)

Ⅱ．希少猛禽類の対策に示す。 

 

別表第二 参考手法（予測の手法） 

動物：道路（地表式又は掘割式、嵩上式）の存在 

一 予測の基本的な手法 

動物の重要な種及び注目すべき生息地について、分布又は生息環境の改変の程度を踏

まえた事例の引用又は解析 

二 予測地域 

調査地域のうち、動物の生息の特性を踏まえて重要な種及び注目すべき生息地に係る

環境影響を受けるおそれがあると認められる地域 

三 予測対象時期等 

動物の生息の特性を踏まえて重要な種及び注目すべき生息地に係る環境影響を

敵的確に把握できる時期  
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【解 説】 

 「13.1.6(1)－1 参考予測手法」では省令別表第二（第二十三条関係）規定する参考

予測手法を具体的に示した。これらの予測手法は、評価に対して、合理的に十分対応で

きる手法である。 

 ＥＩＡ（方法書以降の手続に係る環境影響評価）の実施段階で、対象事業以外の事業

活動等によりもたらされる動物の予測を、当該事業以外の事業に対する環境影響評価結

果等で具体に把握できる場合、この影響も勘案して予測を行う。 

 

 *1「重要な種の生息地及び注目すべき生息地の分布範囲」 

「重要な種の生息地及び注目すべき生息地の分布範囲」は「13.1.5(1) 調査の手法

「動物」６）(2)」で推定したものを用いる。 

 *2「生息地が消失・縮小する区間」 

対象道路事業の道路構造と重要な種の生息地及び注目すべき生息地を重ね合わせ、

それらが消失・縮小する区間を把握する。 

 *3「重要な種等の移動経路が分断される区間」 

例えば、キツネ等中型哺乳類（重要な種）の場合は、移動経路として推定された沢

筋や尾根等に道路構造を重ね合わせ、移動阻害が生じる可能性のある区間を把握する

ことが考えられる（図－13.1.12参照）。 

※移動経路の推定方法については、「13.1.5(1)調査の手法「動物」」*15を参照のこと  

図－13.1.12 「動物」における移動阻害の予測結果のとりまとめ例 
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 *4「その程度」 

重要な種の生息地及び注目すべき生息地が消失・縮小する程度は、改変面積等で把

握する。また、重要な種等の移動経路の分断の程度は、移動阻害が生じる道路区間延

長等で把握する。 

 *5「重要な種等の生息に及ぼす影響の程度」 

生息地の消失・縮小による重要な種等への影響の程度は、生息地が改変される程度

だけではなく、改変される環境の質も踏まえて総合的に判断する。特に、生息地の大

部分が消失する可能性がある場合や、猛禽類の営巣環境など、他に代替することが困

難な生息環境が消失・縮小する可能性がある場合は、影響の程度が大きいと考えられ

る。 

同様に、移動経路の分断による重要な種等への影響の程度では、可能であればけも

の道の利用頻度や移動の目的（例えば繁殖の場所への移動等）を考察するとよい。 

*6「新規の手法を用いる場合その他の環境影響の予測に関する知見が十分に蓄積されて

   いない場合」 

これには道路事業が及ぼす影響に関する科学的知見の不足等により、以下のような

場合が相当する。 

(1)動物の生態に関する科学的知見の不足によるもの 

生活史（営巣時期、生息場所等）、他の動植物との関係等 

(2)動物への影響に関する科学的知見の不足によるもの 

  大気環境、水環境、その他の生息・生育環境の質的変化による影響等 

  *7「予測の不確実性の程度」 

予測の不確実性の程度は、予測の前提条件を変化させて得られる、それぞれの予測

の結果のばらつきの程度により、把握する。 

 *8「科学的知見や類似事例を参考に予測する」 

例えば、以下のような方法が考えられる。道路照明からの距離、微地形や樹林等道

路照明の照射範囲を限定する障害物の位置から、道路照明の設置に伴い照度が変化す

る範囲及びその照度を予測する。次に、予測された照度及び現状の照度からの変化の

程度から、科学的知見に基づき、重要な種等に及ぼす影響の程度を予測する。 

 *9「科学的知見や類似事例を参考に予測する」 

例えば、以下のような方法が考えられる。まず、道路（掘割式、地下式）の存在に

よる地下水の遮断若しくは流出又は消雪用揚水施設等による地下水の揚水によって地

下水位が変化する可能性を把握する。この場合、地下水の変化の可能性については、

「９．地形及び地質」、「10．地盤」の予測結果を利用することもできる。 

次に、この地下水位の変化が湿地等への水の供給に及ぼす影響の程度を予測する。 
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13.1.6(2) 予測の手法「植物」 

13.1.6(2)－1 参考予測手法 

 １）予測の基本的な手法 

道路構造と重要な種・群落の生育地の分布範囲＊１から、生育地が消失・縮小する区間
＊２及びその程度＊３を把握する。次に、それが重要な種・群落の生育に及ぼす影響の程

度＊４を、科学的知見や類似事例を参考に予測する。 

２）予測地域 

  予測地域は調査地域と同じとする。 

 ３）予測対象時期等 

予測対象時期等は、事業特性及び重要な種及び群落の生態や特性を踏まえ、影響が最

大になるおそれのある時期等とする。 

４）予測の不確実性 

  新規の手法を用いる場合その他の環境影響の予測に関する知見が十分に蓄積されてい

ない場合＊５において予測の不確実性の程度＊６及び不確実性に係る環境影響の程度を勘

案して必要と認めるときは、当該不確実性の内容当該不確実性の内容を明らかにする。 

13.1.6(2)-2 参考手法より詳細な予測の手法 

  １）土壌水分等の変化に伴う影響 

道路（地表式又は掘割式、嵩上式）が、土壌水分や照度等の変化に伴う影響を受けや

すい重要な種・群落の生育地に対して著しい影響を及ぼすおそれがある場合は、その影

響の程度を科学的知見や類似事例を参考に予測する＊７。 

 ２）地下水の変化に伴う影響 

道路（掘割式、地下式）の存在又は消雪用揚水施設による地下水への影響が、地下水

に依存する特殊な環境に生育する重要な種・群落に対して著しい影響を及ぼすおそれが

ある場合は、その影響の程度を科学的知見や類似事例を参考に予測する＊８。 

 

別表第二 参考手法（予測の手法） 

植物：道路（地表式又は掘割式、嵩上式）の存在 

一 予測の基本的な手法 

  植物の重要な種及び群落について、分布又は生育環境の改変の程度を踏まえた事例の

引用又は解析 

二 予測地域 

  調査地域のうち、植物の生育及び植生の特性を踏まえて重要な種及び群落に係る環境

影響を受けるおそれがあると認められる地域 

三 予測対象時期等 

   植物の生育及び植生の特性を踏まえて重要な種及び群落に係る環境影響を的確に把握

できる時期 
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【解 説】 

   「13.1.6(2)－1 参考予測手法」では省令別表第二（第二十三条関係）規定する参考

予測手法を具体的に示した。これらの予測手法は、評価に対して、合理的に十分対応で

きる手法である。 

  ＥＩＡ（方法書以降の手続に係る環境影響評価）の実施段階で、対象事業以外の事業

活動等によりもたらされる植物の予測を、当該事業以外の事業に対する環境影響評価結果

等で具体に把握できる場合、この影響も勘案して予測を行う。 

 

 *1「重要な種・群落の生育地の分布範囲」 

「重要な種・群落の生育地の分布範囲」のうち、重要な種の生育地は「13.1.5(2)

調査の手法「植物」 ６）(2)重要な種及び群落の生育地の状況」で示したものを用い

る。また、重要な群落の分布範囲は、調査結果にもとづいて作成した植生図から抽出

する。 

 *2「生育地が消失・縮小する区間」 

例えば、クマガイソウ（重要な種）の生育地の消失・縮小する区間は、現地での確

認地点や分布範囲に道路構造を重ね合わせ、地表部が改変される（生育地が消失・縮

小する）可能性のある区間を把握することが考えられる（図－13.1.13参照）。 

図－13.1.13 「植物」における予測結果のとりまとめ例 

 *3「その程度」 

重要な種・群落の生育地が消失・縮小する程度は、改変面積等で把握する。 

 *4「重要な種・群落の生育に及ぼす影響の程度」 

生育地の消失・縮小による重要な種・群落への影響の程度は、生育地が改変される
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程度を踏まえて判断する。特に生育地の大部分が消失する可能性がある場合や、生育

地の細分化が著しい場合は、影響の程度が大きいと考えられる。 

 *5「新規の手法を用いる場合その他の環境影響の予測に関する知見が十分に蓄積されて

    いない場合」 

「13.1.6(1) 予測の手法「動物」」*6を参照のこと。 

 *6「予測の不確実性の程度」 

「13.1.6(1) 予測の手法「動物」」*7を参照のこと。 

*7「科学的知見や類似事例を参考に予測する」 

例えば、以下のような方法が考えられる。 

対象道路事業実施区域（構造別）と重要な種・群落の生育地の分布範囲を重ね合わ

せ、道路の周辺部において生育地の土壌水分や照度等が変化する可能性のある範囲を

把握する。次にこれらの変化によって生じる影響の程度について、改変箇所から生育

地までの距離及び、対象とする植物の日照や土壌水分の変化への敏感さから判断する

（図－13.1.13参照）。 

 *8「科学的知見や類似事例を参考に予測する」 

「13.1.6(1) 予測の手法「動物」」*9を参照のこと。 
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13.1.6(3) 予測の手法「生態系」 

13.1.6(3)－1 参考予測手法 

 １）予測の基本的な手法 

  道路構造並びに生息・生育基盤及び注目種・群集の分布＊１から、生息・生育基盤が消

失・縮小する区間＊２及び注目種・群集の移動経路が分断される区間＊３並びにその程度＊

４を把握する。 

  次に、それらが注目種・群集の生息・生育状況の変化及びそれに伴う地域を特徴づけ

る生態系に及ぼす影響の程度＊５を、注目種・群集の生態並びに注目種・群集と他の動植

物との関係＊６を踏まえ、科学的知見や類似事例を参考に予測する。 

 ２）予測地域 

  予測地域は、調査地域に同じとする。 

 ３）予測対象時期等 

  予測対象時期等は、事業特性及び注目種・群集の生態や特性を踏まえ、影響が最大に

なるおそれのある時期等とする。 

 ４）予測の不確実性 

新規の手法を用いる場合、その他の環境影響の予測に関する知見が十分に蓄積されて

いない場合＊７において、予測の不確実性の程度＊８及び不確実性に係る環境影響の程度

を勘案して必要と認めるときは、当該不確実性の内容を明らかにする。 

13.1.6(3)－2 参考手法より詳細な予測の手法 

  １）土壌水分等の変化に伴う影響 

道路（地表式又は掘割式、嵩上式）の存在が、土壌水分や照度等の変化に伴う影響を

受けやすい注目種・群集に対して著しい影響を及ぼすおそれがある場合は、注 目種・

群集の生育状況の変化及びそれに伴う地域を特徴づける生態系に及ぼす影響の程度を、

科学的知見や類似事例を参考に予測する＊９。 

 ２）地下水の変化に伴う影響 

道路（掘割式、地下式）の存在又は消雪用揚水施設による地下水への影響が、地下水

に依存する特殊な環境に生息・生育する注目種・群集に対して著しい影響を及ぼすおそ

れがある場合は、注目種・群集の生息・生育状況の変化及びそれに伴う地域を特徴づけ

る生態系に及ぼす影響の程度を、科学的知見や類似事例を参考に予測する＊10。 

 

別表第二 参考手法（予測の手法） 

生態系：道路（地表式又は掘割式、嵩上式）の存在 

一 予測の基本的な手法 

  注目種について、分布、生息環境又は生育環境の改変の程度を踏まえた事例の引用又は解析  

二 予測地域 

  調査地域のうち、動植物その他の自然環境の特性及び注目種等の特性を踏まえて注目

種等に係る環境影響を受けるおそれがあると認められる地域 

三 予測対象時期等 

  動植物その他の自然環境の特性を踏まえて注目種等に係る環境影響を的確に把握  

できる時期  
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【解 説】 

 「13.1.6(3)－1 参考予測手法」では省令別表第二（第二十三条関係）規定する参考

予測手法を具体的に示した。これらの予測手法は、評価に対して、合理的に十分対応で

きる手法である。 

 ＥＩＡ（方法書以降の手続に係る環境影響評価）の実施段階で、対象事業以外の事業

活動等によりもたらされる生態系の予測を、当該事業以外の事業に対する環境影響評価

結果等で具体に把握できる場合、この影響も勘案して予測を行う。 

 

 *1「注目種・群集の分布」 

生息・生育基盤ごとに、そこに生息・生育する注目種・群集を整理する。 

 *2「生息・生育基盤が消失・縮小する区間」 

例えば、特殊性の注目種が生息する湿地が消失・縮小する区間は、当該湿地を構成

する生息・生育基盤の分布範囲に、道路構造を重ね合わせ、消失・縮小する可能性の

ある生息・生育基盤の種類と区間を把握することが考えられる(図－13.1.14参照)。 

*3「注目種・群集の移動経路が分断される区間」 

例えば、上位性の注目種であるキツネの移動経路における把握に際しては、推定さ

れる移動経路と道路構造を重ね合わせ、注目種の移動経路として利用されている生

息・生育基盤が分断される可能性のある区間を把握することが考えられる(図－13.1.

14参照)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－13.1.14 「生態系」の予測結果のとりまとめ例 

 *4「その程度」 

生息・生育基盤の消失・縮小する程度は、改変面積等で把握する。また、移動経路

の分断の程度は、移動阻害が生じる道路区間延長などで把握する。 

 *5「注目種・群集の生息・生育状況の変化及びそれに伴う地域を特徴づける生態系に及 
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   ぼす影響の程度」 

注目種・群集に及ぼす影響は、生息・生育基盤の消失・縮小及び移動経路の分断の

程度を踏まえ注目種・群集の生息・生育に及ぼす影響として定性的に予測する。この

際、表－13.1.17において整理された生息・生育基盤の重要性を考慮して判断するとよ

い。 

さらに、注目種・群集の生態及び注目種・群集と他の動物との関係を踏まえ、地域

を特徴づける生態系全体への影響の程度を定性的に予測する。なお、生態系に及ぼす

影響の予測についてはその科学的知見が極めて乏しいので、予測時における科学的知

見の集積に応じて可能な範囲で検討する。 

 表－13.1.17 生息・生育基盤の重要性の視点 
 

   重要性の視点  内        容   

   多様性  微地形や植生の構造が複雑であり、多様な動植物の生活の場  
となること  

    自然性  植生自然度が高いこと  

   脆弱性  人為的影響に対して弱いこと  

    希少性  分布面積が少ないこと  

    特殊性  特異な立地であること  
 
 

 *6「他の動植物との関係」 

食物連鎖上の関係や、共生の関係をいう。 

 *7「新規の手法を用いる場合その他の環境影響の予測に関する知見が十分に蓄積されて

  いない場合」 

「13.1.6(1) 予測の手法「動物」」*6を参照のこと。 

 *8「予測の不確実性の程度」 

「13.1.6(1) 予測の手法「動物」」*7を参照のこと。 

 *9「科学的知見や類似事例を参考に予測する」 

「13.1.6(2) 予測の手法「植物」」*7を参照のこと。 

 *10「科学的知見や類似事例を参考に予測する」 

「13.1.6(1) 予測の手法「動物」」*9を参照のこと。 
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13.1.7 環境保全措置の検討（「動物」、「植物」、「生態系」共通） 

 １）環境保全措置の検討 

予測の結果から、環境影響がない又は環境影響の程度が極めて小さいと判断される場

合以外においては、事業者により実行可能な範囲内で環境影響をできる限り回避し、又

は低減すること、必要に応じ損なわれる環境の価値を代償することを目的として環境保

全措置＊１の検討を行う。その検討がＥＩＡにおいて段階的に実施された場合＊2は、それ

ぞれの検討の段階における環境保全措置の具体的な内容を明らかにできるよう整理す

る。 

また、「配慮書段階の検討」を行った場合には、その検討以降に決定した概略計画に

おいてどのように環境影響が回避・低減されているか＊３について整理する。 
 ２）検討結果の検証 

１）の検討を行った場合は、環境保全措置についての複数案の比較検討、実行可能な

より良い技術が取り入れられているかどうかの検討により、事業者により実行可能な範

囲内において環境影響をできる限り回避又は低減されているかどうかを検証する。 

 ３）検討結果の整理 

１）の検討を行った場合は、以下の事項を明らかにする。 
   (1) 環境保全措置の実施主体、方法その他の環境保全措置の実施の内容 
   (2) 環境保全措置の効果、種類及び当該環境保全措置を講じた後の環境の状況の変化

並びに必要に応じ当該環境保全措置の効果の不確実性＊4の程度 
   (3) 環境保全措置の実施に伴い生ずるおそれがある環境への影響 
   (4) 代償措置にあっては、環境影響を回避し又は低減させることが困難である理由 

(5) 代償措置にあっては、損なわれる環境及び環境保全措置により創出される環境に

関し、それぞれの位置、損なわれ又は創出される環境に係る環境要素の種類及び

内容 
(6) 代償措置にあっては、当該代償措置の効果の根拠及び実行が可能であると判断し

た根拠 

 ４）事後調査 

以下の事項に該当する場合であって、かつ環境影響の程度が著しいものとなるおそれ

があるときは、環境保全措置の実施期間中及び環境保全措置の完了後の環境の状態等を

把握するために事後調査を実施＊5する。 

   (1) 予測の不確実性の程度が大きい選定項目について環境保全措置を講ずる場合  

   (2) 効果に係る知見が不十分な環境保全措置を講ずる場合 

(3) 工事の実施中及び土地又は工作物の供用開始後において環境保全措置の内容を 

より詳細なものにする必要があると認められる場合 

(4) 代償措置について、効果の不確実性の程度及び知見の程度を勘案して事後調査が

必要と認められる場合 

 

【解 説】 

*1「環境保全措置」 

環境保全措置の検討では、予測結果を踏まえ環境影響の種類及び程度に応じて、環

境保全措置の種類を選定する。なお、環境影響評価の段階では環境保全措置の詳細な



 - 13-1-70 -

検討が困難な場合もあるため、その場合は環境保全措置を講じるべきおおむねの区間

と、その概要を明らかにすればよい。 

表-13.1.18～20に、環境影響の種類に応じた環境保全措置の例と効果等を示した。 

 
表－13.1.18 環境保全措置の例、効果等（動物の場合） 

 

 影響の  
 種類  

 環境保全措置の例   環境保全措置の効果   実施に伴い生ずるおそれ  
 のある他の環境への影響  

 区分

   生  
   息  
   地  
   の  
   消  
   失  
   ・  
   縮  
   小  

 地形改変の最小化  
 （のり面勾配の修正・  
 擁壁構造の採用等）  

 地形改変による生息地の消
 失・縮小を回避・低減でき
 る  

 擁壁等の規模が大きくな  
 ると景観への影響が生じ  
 る場合がある  

 回避
  ・  
 低減

重要な動物種（卵のう  
等）の移設  

 地形改変区域に生息する個
 体を他の場所に移すことに
 より、種を保全できる  

      －   
 
 
 代償

代替生息地の創出   消失・縮小された生息地を
 周辺地域に復元することに
 より、生息地を代償できる

      －  

 事例集(別冊：国総研資料第721号) 
   Ⅲ．動物、植物の移植・移設に代表的な事例を示す。  

   移  
   動  
   経  
   路  
   の  
   分  
   断  

 移動経路の確保  
 （ﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄ、ｵｰﾊﾞｰ 
 ﾌﾞﾘｯｼﾞ、ｺﾙｹﾞｰﾄﾊﾟｲﾌﾟ、  
 誘導柵等の設置、橋梁  
 下部の利用）  

 動物の移動阻害を低減でき
 る  

      －   
 
 回避
  ・  
 低減

事例集(別冊：国総研資料第721号) 
   Ⅰ．動物の生息地の分断に代表的な事例示す。  

   生  
   息  
   環  
   境  
   の  
   質  
   的  
   変  
   化  

 照明器具の改良（ルー  
 バー付照明器具の採  
 用、照明設置高の配慮  
 等）  

 道路外への道路照明等の漏
 洩を抑え、光に敏感な種へ
 の影響を低減できる  

      －   
 
 
 回避
  ・  
 低減地下水の保全  

（遮水壁の設置、地下  
水流路の確保）  

 水環境（地下水、表流水等
 を含む）の変化に伴う生息
 環境の変化を低減できる  

      －  

事例集(別冊：国総研資料第721号) 
   Ⅳ．動物、植物に対する道路照明設備の配慮に代表的な事例を示す。  
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表－13.1.19 環境保全措置の例、効果等（植物の場合） 
 

 影響の  
 種類  

 環境保全措置の例   環境保全措置の効果   実施に伴い生ずるおそれ  
 のある他の環境への影響  

 区分

   生  
   育  
   地  
   の  
   消  
   失  
   ・  
   縮  
   小  

 地形改変の最小化  
 （のり面勾配の修正、  
 擁壁構造の採用等）  

 地形改変による生育地の消
 失・縮小を回避・低減でき
 る  

 擁壁等の規模が大きくな  
 ると景観への影響が生じ  
 る場合がある  

 回避
  ・  
 低減

 重要な植物種の移植   地形改変区域に生育する個
 体を他の場所に移すことに
 より、種を保全できる  

      －   
 
 
 代償

 代替生育地の創出   消失・縮小された生育地を
 周辺地域に復元することに
 より、生育地を代償できる

      －  

事例集(別冊：国総研資料第721号) 
   Ⅲ．動物、植物の移植・移設に代表的な事例を示す。  

   生  
   育  
   環  
   境  
   の  
   質  
   的  
   変  
   化  

 植栽等による林縁保護   伐採された樹林の修復や林
縁の露出の低減を図ること
により、樹林内に生育する
重要な種等への影響を低減
できる 

      －   
 
 
 回避
  ・  
 低減

 地下水の保全  
 （遮水壁の設置、地下  
 水流路の確保）  

 水環境（表流水、地下水等
 を含む）の変化に伴う生育
 環境の変化を低減できる  

      －  

 
 

表－13.1.20 環境保全措置の例、効果等（生態系の場合） 
 

  影響の  
 種類  

 環境保全措置の例   環境保全措置の効果   実施に伴い生ずるおそれ  
 のある他の環境への影響  

 区分

   生  
   息  
   ・  
   生  
   育  
   基  
   盤  
   の  
   消  
   失  
   ・  
   縮  
   小  

 地形改変の最小化（の  
 り面勾配の修正、擁壁  
 構造の採用等）  

 地形改変による生息・生育
 基盤の消失・縮小を回避・
 低減できる  

 擁壁等の規模が大きくな  
 ると景観への影響が生じ  
 る場合がある  

 
 
 
 
 回避
  ・  
 低減

 既存種による植栽（の  
 り面等地表改変部）  

 伐採された樹林の修復を図
 ることにより、影響を低減
 できる  

      －  

 表土の利用   縮小された生息・生育地を
 表土の保全・利用によって
 修復することにより、影響
 を低減できる  

      －  

 代替生息・生育基盤の  
 創出  

 消失・縮小された生息・生
 育地をのり面や周辺地域に
 復元することにより、生息
 ・生育地を代償できる  

      －   
 代償

   移  
   動  
   経  
   路  
   の  
   分  

 移動経路の確保  
 （ﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄ、ｵｰﾊﾞｰ 
 ﾌﾞﾘｯｼﾞ、ｺﾙｹﾞｰﾄﾊﾟｲﾌﾟ、  
 誘導柵等の設置、橋梁  
 下部の利用）  

 動物の移動経路の移動阻害
 を低減できる  

      －   
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    断      

 回避

  ・  
 低減

   生  
   息  
   ・  
   生  
   育  
   環  
   境  
   の  
   質  
   的  
   変  
   化  

植栽等による林縁保護   伐採された樹林の修復や林
縁の露出の低減を図ること
により、樹林内に生育する
重要な種等への影響を低減
できる  

      －  

 地下水の保全  
 （遮水壁の設置、地下  
 水流路の確保）  

 水環境（表流水、地下水等
 を含む）の変化に伴う生息
 ・生育環境の変化を低減で
 きる  

         －  

 
１）回避・低減措置 

 環境影響を回避又は低減するための代表的な環境保全措置の内容を以下に示す。 

①地形改変の最小化（「動物」、「植物」、「生態系」に適用） 

  評価対象（重要な種の生息地等）が対象道路事業によって改変される場合、擁

壁構造の採用等によって地形の改変量を縮小し、評価対象への影響の回避・低減を

図るものである。この手法は、自然性が高く代償が困難な植物群落や、昆虫類等比

較的生息面積が狭い動物の生息地を保全する場合は効果がある。なお、大規模な擁

壁等が設置されると景観上の問題が生じる場合がある。 

②移動経路の確保（「動物」、「生態系」に適用） 

  動物の移動経路が対象事業によって分断される場合、ボックスカルバート等の

構造物を移動経路として確保し、影響の回避・低減を図るものである。この手法は、

中・大型哺乳類のように、広い行動範囲において一定の移動経路をもつことが多い

動物を保全する場合は、ある程度効果が期待できる。その際、対象種の特性に応じ

て適切な構造の移動経路を採用する必要がある。また、沢が移動経路となっている

場合には、可能な限り橋梁構造を採用するなどして移動経路を確保する方法も効果

的である。 

③地下水の保全（「動物」、「植物」、「生態系」に適用） 

  水生生物の重要な種の生息地又は植物の生育地で、対象道路事業によって地下

水流路や表流水路が分断され、水環境が消失・縮小する場合、遮水壁の設置等によ

って水環境への影響の回避・低減を図るものである。 

④既存種による植栽、表土の利用（「生態系」に適用） 

  道路の存在により植生が失われた場合に、のり面等への表土の保全、既存種に

よる緑化等により、縮小した植生を復元し、影響の低減を図るものである。生態系

を支える基盤環境を復元しようとする際に効果的である。 

⑤照明器具の改良（「動物」に適用） 

  道路照明によって動物の重要な種が影響を受ける場合、照明器具を改良するこ

とにより、影響の低減を図るものである。照明の影響を受けやすい動物の生息地が

道路に近接している場合は効果がある。 

⑥植栽等による林縁保護（「植物」、「生態系」に適用） 

 樹林が伐採される場合、樹林内の照度や湿度等微気象が変化することにより植
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物種の生育が困難になり、さらには群落なども変化する場合がある。そのため、

植栽の導入や胴切り（段切り）によって伐採部分に林縁を形成し、樹林内の環境

の変化を抑制することで、重要な種・群落への影響の低減を図ることが期待でき

る。 

２）代償措置 

 損なわれる環境の有する価値を代償するための代表的な環境保全措置を以下に示

す。 

①動物及び植物の重要な種の移設・移植（「動物」、「植物」に適用） 

 改変量の縮小にもかかわらず重要な種の生息地又は生育地の改変が避けられな

い場合に、動物や植物の個体を他の場所への移設又は移植することにより、代償

を図るものである。ただし、動植物の移設・移植は、種によって難易の差が大き

いため、対策の実現性について事前に検討する必要がある。その結果、移設・移

植を実施する場合には、保全対象の重要性や移設・移植の難易を勘案して、保全

目標をあらかじめ設定することが必要である。また、移設・移植後に、保全目標

に応じて生息・生育の状況を確認することが望ましい。 

②代替生息地、代替生育地、代替生息・生育基盤の創出（「動物」、「植物」、「生

態系」に適用） 

消失した生息地、生育地等の代替のため、生息地や生育地を新たに創出するこ

とによって代償を図るものである。ただし、代替生息地等の創出は、対象となる

動植物種や環境によって難易の差が大きいため、対策の実現性について事前に検

討する必要がある。その結果、代替生息地等の創出を実施する場合には、保全対

象の重要性や代替生息地等の創出の難易を勘案して、保全目標をあらかじめ設定

することが必要である。また、代替生息地等の創出後は、保全目標に応じて重要

な種等の生息・生育の状況を確認することが望ましい。 

*2「ＥＩＡにおいて段階的に実施された場合」 

ＥＩＡとは、方法書以降の手続に係る環境影響評価のことである。段階的に実施さ

れた場合とは、方法書、準備書、評価書の各段階において環境保全措置の内容が変化

した場合に相当する。 

 *3「概略計画においてどのように環境影響が回避・低減されているか」 

「配慮書段階の検討」を行った場合、その検討以降に決定した概略計画を他の複数

案と比較し、回避・低減されている環境影響について、以下を整理する。 

・環境影響の回避・低減を検討した対象（コントロールポイント等） 

・上記対象に関する環境影響の回避・低減の状況 

この整理により、「配慮書段階の検討」からＥＩＡを通じて、事業計画の検討の中で

どのように環境への配慮がなされたのか、総合的に把握することが可能になる。 

なお、（「配慮書段階の検討」を含む）概略ルート・構造の検討から、概略計画の

決定に至る過程（プロセス）については、構想段階の計画策定プロセスに関するガイ

ドライン等に基づくものとする。 

*4「環境保全措置の効果の不確実性」 

 「動物」、「植物」、「生態系」に係る環境保全措置は、事例や対策技術の蓄積の



 - 13-1-74 -

不足により、環境保全措置の効果に不確実性を伴う場合がある。例えば、「植物」の

重要な種の環境保全措置として移植を行う際、これまで移植事例がない種への対策効

果については、不確実性が生じる場合があると考えられる。 

*5「環境保全措置の実施期間中及び環境保全措置の完了後の環境の状態等を把握するた

めに事後調査を実施」 

事後調査は本文中の(1)～(4)の事項に該当する場合に実施を検討するものである。

事後調査を実施すべき例としては、例えば、対象道路事業の実施に伴いタコノアシが

生育するため池の湿地部が改変され、生育地の消失が予測される場合を想定する。こ

の場合、タコノアシの地域的な絶滅につながる可能性があり、本種の移植を環境保全

措置（代償措置）として実施することが考えられる。しかし、移植後のタコノアシの

活着に関する基礎データが不十分なため、その効果は不確実性が大きい。そこで、事

後調査としてタコノアシの移植に関する実験等を行い、適切な移植場所や移植方法を

検討するための基礎データを収集することが考えられる。 

   事後調査で把握すべき「環境の状態等」とは、「地形改変の状況と環境保全措置の

実施状況」と「保全対象とその生息・生育環境の状況」から構成される。詳細は「13.

1.9 事後調査の手法」を参照のこと。 

事後調査の実施に際しては、必要に応じて学識経験者等の意見を参考とすることが

考えられる。また、事後調査を行う場合は、保全対象の重要性や環境保全措置の難易

を勘案してあらかじめ設定した保全目標を踏まえて、事後調査の目的を明確にすると

ともに、省令第三十二条に従い、事後調査の項目や手法（「13.1.9 事後調査の手法」

参照）などを明らかにする必要がある。 

なお、参考までに事例集(別冊：国総研資料第721号)Ⅰ．動物の生息地の分断、Ⅱ．

希少猛禽類の対策、Ⅲ．動物、植物の移植・移設に事後調査事例を示す。 



 - 13-1-75 -

 
13.1.8 評価の手法（「動物」、「植物」、「生態系」共通） 

評価の手法は以下による。 

なお、「配慮書段階の検討」において、ＥＩＡでさらに詳細に検討する必要があるとさ

れた内容がある場合は、その対応状況を整理する。＊1 

１）回避又は低減に係る評価 

調査及び予測の結果並びに環境保全措置を行った場合にはその結果を踏まえ、道路

（地表式又は掘割式、嵩上げ式、地下式）の存在に係る「動物」、「植物」、「生態系」

に関する影響が、事業者により実行可能な範囲内でできる限り回避され、又は低減され

ており、必要に応じその他の方法により環境保全についての配慮が適正になされている

かどうかについて＊2、見解を明らかにすることにより行う。 

２）基準又は目標との整合性の検討 

国又は関係する地方公共団体による環境保全の観点からの施策によって、選定項目に

関して基準又は目標が示されている場合には、当該基準又は目標と調査及び予測の結果

との間に整合が図られているかどうかを評価する。 

 

【解 説】 

予測の結果から、環境影響がない又は環境影響の程度が極めて小さいと判断される場

合は、そのことをもって環境影響が回避されているという評価を行う。また、環境保全

措置を検討した場合は、環境保全措置による回避、低減の程度により評価を行う。 

 
*1「『配慮書段階の検討』において、ＥＩＡでさらに詳細に検討する必要があるとされた

内容がある場合は、その対応状況を整理する」 

「配慮書段階の検討」において、概略ルート・構造の検討では回避又は十分に低減

されないおそれがある環境影響とされ、ＥＩＡで詳細に検討すべきとされた場合、それ

に対応した旨を明らかにする。 

*2「必要に応じその他の方法により環境保全についての配慮が適正になされているかどう

かについて」 

環境影響の回避・低減が困難な場合は代償措置を検討する。代償措置の評価は、損な

われる環境と環境保全措置により創出される環境の価値を比較することにより行う。 
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13.1.9 事後調査の手法（「動物」、「植物」、「生態系」共通） 

「動物」、「植物」、「生態系」において事後調査を実施する場合は、環境保全措置の

効果の把握を主とする事後調査の目的に沿って、適切かつ効率的な手法を選択する。以下、

本節における保全対象とは、事後調査の対象の動物、植物、生態系を指す。 

１）事後調査すべき情報 

(1)地形改変の状況と環境保全措置の実施状況＊1 

   a.地形改変の状況 

    地形改変の範囲・面積、地形改変箇所と保全対象の位置関係、工事の時期等。 

b.環境保全措置の実施状況 

環境保全措置の種類、実施方法、実施箇所、実施期間等。 

   (2)保全対象と生息・生育環境の状況 

   a.保全対象の生息・生育の状況 

    動物：保全対象の重要な種等の繁殖・営巣、移動、休息、採餌等の行動内容。 

    植物：保全対象の重要な種・群落の生育状態に係る内容。 

    生態系：保全対象の注目種・群集の繁殖・営巣、移動、休息、採餌等の行動内容、

生育状態に係る内容。 

   b.保全対象の生息・生育環境の状況＊2 

    動物：保全対象の重要な種等の生息に係る微地形、水系及び植物群落等の状況。 

    植物：保全対象の重要な種・群落の生育に係る微地形、水系等の状況。 

生態系：保全対象の注目種・群集の生息・生育環境に係る微地形、水系及び植物

群落の状況。 

 ２）事後調査の基本的な手法 

  事後調査すべき情報の内容に応じて、資料調査又は現地調査を行う。ただし、現地調

査に際してはできる限り環境への影響の少ない調査方法＊3を選定する。 

 (1)地形改変の状況と環境保全措置の実施状況 

   a.地形改変の状況 

    工事記録・図面等の資料収集又は現地確認による方法とする。 

b.環境保全措置の実施状況 

環境保全措置の実施時にその状況を記録する方法とする。 

(2)保全対象と生息・生育環境の状況 

a.保全対象の分布及び生息・生育の状況 

    動物：現地踏査において、個体や痕跡等の目視や鳴き声の聞き取りによる方法＊4

とする。なお、自動のカメラ撮影やマイクの設置等による方法により、調

査の効率化が図れる場合がある。 

    植物：現地踏査において、個体の目視やカメラ撮影による方法＊5とする。 

生態系：現地踏査において、個体や痕跡等の目視や鳴き声の聞き取りによる方法
＊6とする。なお、「動物」及び「植物」の事後調査結果から当該情報が得

られる場合は、それを利用できる。 

いずれにおいても、他機関や地域住民等から関連する情報が得られる場合があり、

これらを活用することも有用である。 
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b.保全対象の生息・生育環境の状況 

    動物：現地踏査において、微地形、水系、植物群落等の種類及び分布を確認＊7す

ることによる。なお、植物群落の状況に関しては、「植物」の調査結果を

利用することができる。 

    植物：現地踏査において、微地形、水系等を目視確認＊8することによる。 

    生態系：現地踏査において、生息・生育基盤について、注目種・群集の生活の場

となる微地形、水系、植物群落等の状況を目視確認＊9することを基本とす

る。この際、植物群落に関しては「植物」の調査結果を利用することがで

きる。 

 ３）事後調査地域 

対象道路事業実施区域で保全対象の生息・生育が確認された地域とする。 

 ４）事後調査地点 

  環境保全措置の実施箇所及びその周辺＊10を設定する。  

 ５）事後調査期間等 

  (1)事後調査期間 

    環境保全措置の実施期間中＊11及び環境保全措置の完了後から環境保全措置の効

果について一定の情報が得られるまでの期間＊12とする。 

(2)事後調査時期 

  動物：保全対象の重要な種等の生態を踏まえ、その生息及び生息環境の状況を確認

しやすい時期＊13に設定する。 

  植物：保全対象の重要な種・群落の生態を踏まえ、その生育及び生育環境の状況を

確認しやすい時期＊14に設定する。 

  生態系：保全対象の注目種・群集及びその生息・生育環境の状況の確認しやすい時

期＊15を設定する。 

(3)事後調査の時間帯 

動物：動物及び保全対象の重要な種等を確認しやすい時間帯＊16とする。 

植物：昼間に実施することを基本とする。 

生態系：動植物、保全対象の注目種・群集を確認しやすい時間帯＊17とする。 

 ６）事後調査結果の整理・解析方法 

(1)地形改変の状況と環境保全措置の実施状況 

 地形改変の状況と環境保全措置の実施状況を図表等に整理する。 

(2)保全対象と生息・生育環境の状況 

動物：保全対象の重要な種等の確認状況を図表等に整理する＊18。また、保全対象の

重要な種等の確認位置を基本とし、その生態、生息の状況及び生息環境の状

況から、保全対象の重要な種の生息地及び注目すべき生息地の分布範囲を推

定し＊19、それを図示する。なお、可能であれば、それらが繁殖地、営巣地、

移動経路、休息地、採餌地等として利用している場所を明らかにする。 

植物：保全対象の重要な種・群落の確認状況を、図表等に整理する＊20。また、保全

対象の重要な種に関しては、その確認位置を基本とし、その生態、生育の状

況及び生育環境の状況から、保全対象の重要な種の生育地の分布範囲を示す
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＊21。  

生態系：生息・生育基盤の状況及び注目種・群集によるそれらの利用状況＊22並びに

注目種・群集とその他の動植物の食物連鎖上の関係＊23及び共生の関係を整理

する。 

  (3)環境保全措置の効果の把握 

    上記(1)と(2)の関係、及びこれらと環境影響評価の結果との関係を整理すること

により、当該環境保全措置の効果を把握する＊24。  

(4)事後調査結果の公表 

対象事業に係る工事が完了した段階で環境保全措置や事後調査の結果を公表する
＊25。 

なお、保全対象の重要な種の生息・生育地の分布範囲の公表にあたっては、これ

らの動物・植物を保護する観点から、必要に応じてその場所が特定できないように

配慮する＊26。 

 

【解 説】 

 *1「地形改変の状況と環境保全措置の実施状況」 

   事後調査の主な目的である環境保全措置の効果の把握にあたっては、保全対象の生

息・生育状況のみならず、当該工事による地形改変の状況や環境保全措置の実施状況

を併せて調査・記録することが必要である。 

*2「保全対象の生息・生育環境の状況」 

  環境保全措置の効果の把握と並んで、環境保全措置の内容に関する知見の蓄積と進

展に資するためには、環境保全措置の実施前後（移設・移植においては、移設・移植

元と移設・移植先の双方）における環境条件の把握が必要である。このため、１）(2)

a.保全対象の生息・生育の状況のみならず、１）(2)b.保全対象の生息・生育環境の

状況の把握が求められる。 

 *3「環境への影響の少ない調査方法」 

「13.1.5(1) 調査の手法「動物」」*3、「13.1.5(2) 調査の手法「植物」」*3及び

「13.1.5(3) 調査の手法「生態系」」*6を参照のこと。 

 *4「個体や痕跡等の目視や鳴き声の聞き取りによる方法」 

調査の詳細度（手法、頻度等）は、事後調査の目的に応じて適切に選択する。例え

ば、両生類の移設を実施した場合は、①個体や卵塊の数を詳細に記録する方法、又は

②保全対象種の卵塊の存在のみを記録する方法等が選択肢として考えられる。 

 *5「個体の目視やカメラ撮影による方法」 

   調査の詳細度（手法、頻度等）は、事後調査の目的に応じて適切に選択する。例え

ば、植物の移植を実施した場合は、①個体数の増減や生育状況を詳細に記録する方法、

又は②保全対象種の存在のみを記録する方法等が選択肢として考えられる。なお、保

全対象の生態特性により、保全対象の個体を含む表土等を移植した場合には、保全対

象の生育は生育環境に依存するため、個体の生育状況にはとらわれずに、(2)b.保全対

象の生育環境の状況を重点的に調査する必要がある。 
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*6「個体や痕跡等の目視や鳴き声の聞き取りによる方法」 

 上記*4及び*5を基本的に用いる。 

*7「微地形、水系、植物群落等の種類及び分布を確認」 

  例えば、両生類の移設を実施した場合は、移設元及び移設先における水質や環境条

件の変化を記録する。調査の詳細度（手法、頻度等）は事後調査の目的に応じて、①

水質（水温、pH、SS、DO、EC）や環境状況（水深、水量、人為的改変の有無、当該事

業以外の要因による周辺環境の変化等）を詳細に記録する方法、又は②環境条件の変

化（水量、水の濁り、人為的改変の有無、当該事業以外の要因による周辺環境の変化

等）を目視のみで把握する方法等を適切に選択する。これらは環境保全措置の効果や

移設先に求められる環境条件を把握するために必要である。 

*8「微地形、水系等を目視確認」 

  例えば、植物の移植を実施した場合は、移植元及び移植先における植生（保全対象

以外の種の生育状況）、日照（日当たり、風通し）、土壌（土湿）、人為的改変の有

無、動物による食害、当該事業以外の要因による周辺環境の変化を記録する。これら

は環境保全措置の効果や移植先に求められる環境条件を把握するために必要である。 

*9「微地形、水系、植物群落等の状況を目視確認」 

 上記*7及び*8を参照のこと。 

*10「環境保全措置の実施箇所及びその周辺」 

  保全対象の生息・生育環境の状況を把握するため、環境保全措置の実施箇所の周辺

の微地形、水系、植物群落等においても調査地点を設定する必要がある。範囲は保全

対象の移動能力や行動圏等を考慮して設定する。 

*11「環境保全措置の実施期間中」 

  工事の着手及び進捗に伴い、動物の移設や植物の移植等の環境保全措置を実施して

いる期間を指す。この期間は、事後調査の結果から必要に応じて環境保全措置の内容

をより詳細なものにする等の対応が可能である。このため、環境保全措置はできるだ

け早期に実施すると共に、この期間に重点的に事後調査を実施することが望ましい。

事後調査の結果から環境保全措置の内容をより詳細なものにする等の対応の実施及

びその終了の判断においては、必要に応じて学識経験者等の意見を参考とする。 

*12「環境保全措置の完了後から環境保全措置の効果について一定の情報が得られるま

での期間」 

   対象道路事業実施区域における動物の移設や植物の移植等の環境保全措置が完了し

た時点から、環境保全措置の効果として保全対象の継続的な生息・生育が確認できる

までの期間を指す。保全対象の継続的な生息・生育を確認するために必要な期間は、

保全対象の生態を踏まえて設定する必要があるが、動物の移設や植物の移植等につい

ては、保全対象やその生息・生育環境の状況を判断しうる期間として、環境保全措置

の完了後から概ね3年程度を基本に判断することが考えられる。事後調査の終了の判断

においては、必要に応じて学識経験者等の意見を参考とする。 

*13「確認しやすい時期」 

 「13.1.5(1) 調査の手法「動物」」*11を参照のこと。 

*14「確認しやすい時期」 
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 「13.1.5(2) 調査の手法「植物」」*10を参照のこと。 

*15「確認しやすい時期」 

 「13.1.5(1) 調査の手法「動物」」*11及び「13.1.5(2) 調査の手法「植物」」*10

を参照のこと。 

*16「確認しやすい時間帯」 

 「13.1.5(1) 調査の手法「動物」」*12を参照のこと。 

*17「確認しやすい時間帯」 

 「13.1.5(3) 調査の手法「生態系」」*17を参照のこと。 

*18「図表等に整理する」 

 「13.1.5(1) 調査の手法「動物」」*14を参照のこと。 

*19「保全対象の重要な種等の確認位置を基本とし、その生態、生息の状況及び生息環

境の状況から、保全対象の重要な種の生息地及び注目すべき生息地の分布範囲を推

定」 

 「13.1.5(1) 調査の手法「動物」」*15を参照のこと。 

*20「図表等に整理する」 

 「13.1.5(2) 調査の手法「植物」」*12を参照のこと。 

*21「保全対象の重要な種に関しては、その確認位置を基本とし、その生態、生育の状

況及び生育環境の状況から、保全対象の重要な種の生育地の分布範囲を示す」 

  「13.1.5(2) 調査の手法「植物」」*13を参照のこと。 

*22「注目種・群集によるそれらの利用状況」 

  「13.1.5(3) 調査の手法「生態系」」*21を参照のこと。 

*23「注目種・群集とその他の動植物の食物連鎖上の関係」 

  「13.1.5(3) 調査の手法「生態系」」*22を参照のこと。 

*24「当該環境保全措置の効果を整理する」 

  事後調査の主な目的である環境保全措置の効果について、その不確実性の程度と共

に整理する。 

*25「対象事業に係る工事が完了した段階で環境保全措置や事後調査の結果を公表する」 

  環境保全措置や事後調査の結果を公表することは、当該事業に対する環境保全の要

請に応えると共に、環境保全措置に関する知見の蓄積や以後の環境影響評価で活用す

るために重要である。 

環境保全措置の実施期間中又は供用後における環境保全措置や事後調査の結果は、

必要に応じて公表する。 

*26「必要に応じてその場所が特定できないように配慮する」 

   「13.1.5(1) 調査の手法「動物」」*16及び「13.1.5(2) 調査の手法「植物」」*

14を参照のこと。 
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